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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 47,649 59,672 69,611 100,283 116,419

経常利益 (百万円) 12,717 18,182 24,027 45,716 56,314

当期純利益 (百万円) 8,912 15,461 15,956 26,086 32,803

純資産額 (百万円) 18,685 34,182 47,389 70,736 94,878

総資産額 (百万円) 52,800 55,542 68,848 104,902 120,360

１株当たり純資産額 (円) 95.52 174.56 242.09 361.64 485.33

１株当たり当期純利益 (円) 45.55 78.83 81.30 133.45 167.90

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 35.39 61.54 68.83 67.37 78.77

自己資本利益率 (％) 62.75 58.49 39.12 44.19 39.65

株価収益率 (倍) 12.73 6.66 8.35 12.33 5.77

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 13,638 14,815 22,150 31,768 25,378

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 530 △1,471 △4,106 △15,904 △21,747

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △16,285 △9,459 △8,943 △4,765 △10,627

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 4,686 8,571 17,671 28,770 21,772

従業員数 (名) 423 428 423 425 431

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。
２　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向
者を含む就業人員数であります。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

４　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。
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(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 45,582 57,586 67,363 98,302 114,354

経常利益 (百万円) 12,363 17,801 23,016 44,589 52,502

当期純利益 (百万円) 8,166 15,123 15,216 25,110 29,352

資本金 (百万円) 24,824 13,922 13,922 13,922 13,922

発行済株式総数 (株) 195,770,713195,770,713195,770,713195,770,713195,770,713

純資産額 (百万円) 18,919 34,093 46,337 68,559 89,034

総資産額 (百万円) 49,297 52,322 65,146 100,326 112,484

１株当たり純資産額 (円) 96.71 174.11 236.71 350.84 455.76

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)
―
(―)

8.00
(―)

11.0
(4.0)

27.0
(  7.0 )

50.0
(24.0)

１株当たり当期純利益 (円) 41.74 77.10 77.52 128.46 150.24

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 38.38 65.16 71.13 68.34 79.15

自己資本利益率 (％) 55.47 57.05 37.84 43.71 37.25

株価収益率 (倍) 13.90 6.81 8.76 12.81 6.44

配当性向 (％) ― 10.38 14.19 21.02 33.28

従業員数 (名) 328 332 333 339 345

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

４　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。
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２ 【沿革】

　

昭和24年12月

 

企業再建整備計画の認可に基づき、日本曹達株式会社の鉄鋼部門より分離し、北陸

の四工場を擁して日曹製鋼株式会社設立。

昭和27年１月 東京証券取引所、大阪証券取引所に上場。

昭和29年３月 新発田工場の砂鉄銑設備をフェロニッケル製錬設備に転換。

昭和32年５月 八戸工場完成し砂鉄銑の製造開始。

昭和34年５月 大平洋ニッケル株式会社設立に伴い新発田工場を分離。

昭和40年４月 八戸工場の銑鉄生産設備の一部を合金鉄生産設備に転換。

昭和41年７月 習志野機械工場完成。

昭和41年11月八戸工場において、フェロニッケルの生産開始。

昭和41年12月八戸工場において、ステンレス鋼の生産開始。

昭和45年１月 大平洋ニッケル株式会社を吸収合併し、大平洋金属株式会社に商号変更。

昭和48年３月 フィリピンのリオ・チュバ・ニッケル鉱山株式会社に資本参加し、ニッケル鉱山を

開発。

昭和54年７月 新潟工場完成に伴い新発田工場電磁材部門、活性炭部門を移設し同工場閉鎖。

昭和58年６月 岩瀬工場を分離し、大平洋ランダム株式会社に研削材部門を営業譲渡。

昭和59年７月 直江津工場、富山工場、習志野機械工場を分離し、鋳鋼部門、鍛鋼部門、機械部門をそ

れぞれ大平洋特殊鋳造株式会社、大平洋製鋼株式会社、大平洋機工株式会社に営業

譲渡。

平成９年１月 株式会社大平洋エネルギーセンター設立。

平成10年７月 ステンレス鋼丸棒・線材部門からの撤退。

平成11年９月 ステンレス鋼およびその他の非ニッケル部門から撤退し、フェロニッケル専業メー

カーとなる。

新潟工場閉鎖。

平成15年８月 廃棄物リサイクル事業の「焼却灰・ホタテ貝殻リサイクル施設」完成。

平成18年６月 廃棄物リサイクル事業の「溶融飛灰リサイクル施設」完成。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社６社(連結子会社３社、非連結子会社３社)及び関連会社６社で構成されて

おります。

　

当社グループの事業の内容及び当社と関係会社の当該事業に係わる位置づけは、次のとおりであります。

なお、次の二部門については、事業の種類別セグメントの区分と同一であります。

　

ニッケル事業

当社は、フェロニッケル製品の主原料であるニッケル鉱石の一部をリオ・チュバ・ニッケル鉱山㈱及

びタガニート鉱山㈱(両社ともフィリピン国に所在)より購入及び製錬し、フェロニッケル製品として販

売しており、太平洋興産㈱は、製錬時に発生する鉱滓を当社より購入し販売をしております。

主要な関係会社名称

太平洋興産㈱、リオ・チュバ・ニッケル鉱山㈱、タガニート鉱山㈱

　

その他の事業

㈱大平洋ガスセンターは、当社が製品の製造過程で使用するガス類を製造し、当社へ販売しておりま

す。

㈱大平洋エネルギーセンターは、電力を電力会社へ卸供給しております。

当社の廃棄物リサイクル事業は、一般廃棄物焼却灰及び脱塩飛灰等を調整剤としてのホタテ貝殻等と

共に混合溶融し、有用金属の抽出、人口砂利等へリサイクルするものであり、資源循環型事業であります。

なお、㈱パシフィックソーワは主に鋳鍛鋼品及び各種産業機械等の仕入、販売をしております。

主要な関係会社名称

㈱大平洋ガスセンター、㈱大平洋エネルギーセンター、㈱パシフィックソーワ
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企業集団の状況
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)
割合(％)

関係内容

(連結子会社)
太平洋興産㈱ 青森県八戸市 50ニッケル 74.0

[26.0]
①役員の兼任等…兼任２名、当社従業員１名
②事業上の関係
　当社の製品製造、運搬請負業務並びに鉱滓管理の
委託
③資金援助等
　資金貸付 940百万円

㈱大平洋エネルギー
センター

青森県八戸市 100その他 100.0①役員の兼任等…兼任２名
②事業上の関係
　記載すべき事項はありません
③資金援助等
　借入債務の保証 1,509百万円

　不動産の賃貸

㈱大平洋ガスセンター 青森県八戸市 100その他 50.0
[25.0]

①役員の兼任等…兼任２名、当社従業員１名
②事業上の関係
　当社製品製造に使用するガス類購入
③資金援助等
　資金貸付 300百万円

　不動産の賃貸

(持分法適用関連会社)
㈱パシフィックソーワ 東京都中央区 432その他 45.1①役員の兼任等…兼任２名

②事業上の関係
　当社製品の販売、原材料、設備の購入
③資金援助等
　記載すべき事項はありません

リオ・チュバ・
ニッケル鉱山㈱

フィリピン国 150,000
千ペソ

ニッケル 36.0①役員の兼任等…兼任３名
②事業上の関係
　当社主原料ニッケル鉱石の一部購入
③資金援助等
　記載すべき事項はありません

タガニート鉱山㈱ フィリピン国 650,000
千ペソ

ニッケル 33.5①役員の兼任等…兼任２名
②事業上の関係
　当社主原料ニッケル鉱石の一部購入
③資金援助等
　記載すべき事項はありません

その他３社 ─ ─ ─ ─ ─

(注) １　上記連結子会社には、特定子会社はありません。

２　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

３　議決権の所有割合の[　]内は外数で緊密な者又は同意している者の所有割合であります。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ニッケル事業 392

その他の事業 39

合計 431

(注)　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を

含む就業人員数であります。なお、臨時従業員数は従業員数の100分の10未満であるため表示しておりません。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

345 43.9 20.5 9,003,108

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。なお、臨

時従業員数は従業員数の100分の10未満であるため表示しておりません。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループは、主に大平洋金属八戸労働組合を組織し、上部団体として日本基幹産業労働組合連合会

に加盟、なお、現在その他の労働組合を含めて円満なる労使関係を維持しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度のわが国経済は、前半は中国を中心とした景気の拡大に伴い堅調な企業収益のもと、設

備投資の増加、輸出の伸びが見られ、底堅く推移いたしました。しかし、後半のわが国経済は原油・原材料

価格の高騰、サブプライムローン問題に端を発した米国経済の減速による円高等で企業収益が弱含みに

なるなど、停滞傾向となりました。

このような状況のもと、当社グループの売上高、収益の大半を占めるニッケル事業の主需要先であるス

テンレス鋼業界は、本年度、順調にスタートしたものの、夏場以降ＬＭＥニッケル価格が下降局面に入っ

たことでのステンレス鋼価格の先安感により買い控えが生じ、在庫が増加したため、減産体制に入りまし

た。

その中で当社のフェロニッケル販売数量は、国内向けが若干の減少に止まったものの、輸出向けが大幅

な減少となり、全体として前年度比18.7%の減少となりました。

一方、フェロニッケル販売価格の指標となる当社適用ＬＭＥニッケル価格は、前年度比46.1%の大幅な

上昇となりました。

その結果、当連結会計年度の売上高は116,419百万円、前年度比16.1％の増収となりました。損益につき

ましては、営業利益は52,250百万円、前年度比17.5%の増益、経常利益は56,314百万円、前年度比23.2％の

増益、当期純利益は32,803百万円、前年度比25.7%の増益とそれぞれ大幅な増益となりました。

なお、当社単独の売上高は114,354百万円、前年度比16.3％の増収となりました。損益につきましては、

営業利益は52,020百万円、前年度比17.7%の増益、経常利益は52,502百万円、前年度比17.7％の増益、当期

純利益は29,352百万円、前年度比16.9%の増益となりました。

　

　
売上高(百万円) 営業利益(百万円) 経常利益(百万円) 当期純利益(百万円)

前連結会計年度 100,283 44,455 45,716 26,086

当連結会計年度 116,419 52,250 56,314 32,803

増減率(％) 16.1 17.5 23.2 25.7

　

事業別のセグメントの業績は、次のとおりであります。

①ニッケル事業

ニッケル事業部門の主需要先であるステンレス鋼業界においては、本年度、順調にスタートしました

が、夏場以降ＬＭＥニッケル価格の下降の影響を受けたステンレス鋼価格の先安感による買い控え等に

より、在庫が増加いたしました。さらに国内では、建築基準法の改正による住宅着工数が減少したことに

よりステンレス鋼の在庫が増加いたしました。それらにより、ステンレス鋼メーカーは減産体制に入りま

した。

その中で当社のフェロニッケル販売数量は、国内向けが若干の減少に止まったものの、輸出向けが大幅

な減少となり、全体として31,558トン、前年度比18.7%の減少となりました。

一方、フェロニッケル販売価格の指標となる当社適用ＬＭＥニッケル価格は、ポンド当たり14.1ドル、

前年度比46.1%の大幅な上昇となりました。

その結果、当部門の売上高は113,647百万円、前年度比15.8％の増収、営業利益は52,467百万円、前年度

比17.9％の増益となりました。

　

　

EDINET提出書類

大平洋金属株式会社(E01254)

有価証券報告書

  9/106



売上高(百万円) 営業利益(百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度 増減率(％) 前連結会計年度 当連結会計年度 増減率(％)

98,175 113,647 15.8 44,510 52,467 17.9

　

②その他の事業

その他の事業部門につきましては、株式会社大平洋エネルギーセンターの電力卸事業の売上高および

営業利益が順調であったものの、廃棄物リサイクル事業等の受注数量不振により損失となりました。

その結果、当部門の売上高は2,931百万円、前年度比26.7％の増収、営業損失は239百万円となりました。

　

　
売上高(百万円) 営業損失(百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度 増減率(％) 前連結会計年度 当連結会計年度 増減率(％)

2,314 2,931 26.7 82 239 ―

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、主な増加要因である税金等調整前当

期純利益52,870百万円及び減価償却費等2,676百万円等に、主な減少要因である法人税等の支払額23,277

百万円及び売上債権の増減額2,881百万円等をそれぞれ加減算し、25,378百万円の収入で前連結会計年度

と比べ6,390百万円の減収となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、主な減少要因である有形固定資産の取得による支出13,148百

万円及び定期預金の預入による支出10,000百万円等に、主な増加要因である定期預金の払戻による収入

2,000百万円等をそれぞれ加減算し、21,747百万円の支出で前連結会計年度と比べ5,842百万円の支出増

となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出に配当金等を加えた10,627百万

円の支出で前連結会計年度と比べ5,861百万円の支出増となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、21,772百万円と前連結会計年度と比べ6,998百万円の

減少となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

ニッケル事業 108,972 15.5

その他の事業 2,930 26.0

合計 111,902 15.7

(注) １　金額は、販売価格により算出したものであります。

２　セグメントをまたがる取引のための生産実績は、各セグメントに含めて表示しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

ニッケル事業 113,647 15.8

その他の事業 2,931 26.7

合計 116,579 16.0

(注) １　セグメントをまたがる販売実績は、各セグメントに含めて表示しております。

２　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

金額
(百万円)

割合(％)
金額
(百万円)

割合(％)

三菱商事株式会社 71,256 70.9 86,685 74.4

ラサ商事株式会社 23,718 23.6 21,911 18.8

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

今後の見通しにつきましては、原油・原材料価格の高騰、米国のサブプライムローン問題が景気の不安

定要因となり引き続き不透明な経済状況が続くものと思われます。

当社グループの中核をなすニッケル事業においては、販売価格の指標となるＬＭＥニッケル価格が堅調

に推移し、販売数量も回復基調に向うと思われます。

その中で当社は、中期経営計画を見直し、平成22年度には生産量44,000トン(従来の10％増)の体制を整

えてまいります。これにより、安定的な収益力の確保を図ってまいります。

当社グループは、企業の継続的な成長・発展と中長期的な企業価値の増大を図るため、コンプライアン

スの強化・コーポレート・ガバナンスの充実及び内部統制システムの構築を重要な経営課題と認識し、鋭

意取り組んでまいります。

　

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

 (1)基本方針の内容

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当

社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする

者である必要があると考えています。

当社は、フェロニッケルを主力製品として、製錬工程において副産物として得られるフェロニッケ

ルスラグの加工品を生産するとともに、フェロニッケル製錬技術を活かしたシステムによりごみ焼

却灰などの再資源化システムの事業を行ってまいりました。当社としては、これらの事業を営む当社

の企業価値の源泉は、①フェロニッケル専業メーカーとしての独自の製錬技術、およびそれを支える

個々の従業員の技術・ノウハウ等、②生産設備や個々の従業員の能力等に基づく高い生産性、③フェ

ロニッケルの販売先および原料調達先等との信頼関係等にあると考えております。

もとより当社は、株式の大量買付であっても、これらの当社の企業価値・株主共同の利益に資する

ものであれば、これを否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案

についての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。しかし

ながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵

害をもたらすもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付の内容等について検討しあるいは

対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買

収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要とするもの等、対象

会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。そして、当社株式の大量買付

を行う者が上記の当社の企業価値の源泉を理解し、中長期的に確保し、向上させられる者でない場合

には、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務

および事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対して

は、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する

必要があると考えます。
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(2)基本方針実現のための取り組み

(a) 基本方針の実現に資する特別な取り組み

当社は、平成19年度から同22年度までを計画期間とする中期経営計画「ＰＡＭＣＯ－２２」を策

定し、大規模設備投資による生産能力の増強・合理化、東アジア地域における取引先との連携強化、

財務体質の強化、および新規事業の拡大等を実行することで、事業の効率性、高収益性を維持・実現

してまいりました。

また、当社は、コーポレート・ガバナンス強化のため、取締役の任期の短縮、取締役の員数削減、内

部統制委員会や監査室の設置等をしております。

(b) 基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組み

当社は、一昨年導入した、「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」に引き続

き、平成19年５月22日の取締役会決議および平成19年６月28日開催の第81回定時株主総会の決議に

基づき、「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいま

す。）を導入いたしました。

本プランは、当社の株券等の買付もしくはこれに類似する行為またはその提案（以下、「買付等」

といいます。）が行われる場合に、買付等を行おうとする者（以下、「買付者等」といいます。）に対

し、事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当該買付等についての情報収集・検討等を行う時

間を確保した上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉を行

うこと等を可能とし、また、上記基本方針に反し、当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する買付

等を阻止することにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として

おります。

本プランは、①当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20%以上となる買

付、または②当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合および

その特別関係者の株券等所有割合の合計が20%以上となる公開買付けを対象とします。

当社の株券等について買付等が行われる場合、当該買付等に係る買付者等には、買付内容等の検討

に必要な情報及び本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面の提出を求めま

す。その後、買付者等や当社取締役会から提出された情報、当社取締役会の代替案等が、当社経営陣か

ら独立した社外取締役等から構成される特別委員会に提供され、その評価、検討を経るものとしま

す。特別委員会は、買付内容の検討、当社取締役会の提示した代替案の検討、買付者等との協議、株主

に対する情報開示等を行います。

特別委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、又は当該買付等の内容

の検討の結果、当該買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたら

すおそれのある買付等であり、かつ新株予約権の無償割当てによる対抗措置を発動することが相当

であると判断した場合には、当社取締役会に対して、新株予約権の無償割当てを実施することを勧告

することがあります。この新株予約権は、金１円を下限として当社株式の時価の２分の１の金額を上

限とする金額の範囲内において、当社取締役会が決定した金額を払い込むことにより行使し、普通株

式１株を取得することができ、また、買付者等による権利行使が認められないという行使条件、及び

当社が買付者等以外の者から当社株式１株と引換えに新株予約権１個を取得することができる旨の

取得条項が付されております。当社取締役会は、特別委員会の上記勧告を最大限尊重して新株予約権

無償割当ての実施又は不実施等の決議を行うものとします。当社取締役会は、上記決議を行った場合

速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、情報開示を行いま

す。
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本プランの有効期間は、平成19年６月28日開催の第81回定時株主総会の終結後３年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとします。但し、有効期間の満了

前であっても、当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはそ

の時点で廃止されることになります。また、株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われ

た場合には、本プランはその時点で廃止されることになります。

本プラン導入後であっても、新株予約権無償割当てが実施されていない場合、株主の皆様に直接具

体的な影響が生じることはありません。他方、本プランが発動され、新株予約権無償割当てが実施さ

れた場合、株主の皆様が新株予約権行使の手続を行わないとその保有する株式が希釈化される場合

があります（但し、当社が当社株式を対価として新株予約権の取得を行った場合、株式の希釈化は生

じません。）。

(3)具体的取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

上記の中期経営計画「ＰＡＭＣＯ－２２」、コーポレート・ガバナンスの強化等の各施策は、当社

の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定された

ものであり、まさに当社の基本方針に沿うものです。

また、本プランは、上記のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導

入されたものであり、基本方針に沿うものです。特に、本プランは、①株主総会において株主の承認の

下に導入されたものであること、②その内容として対抗措置の発動に関する合理的な客観的要件が

設定されていること、③独立性の高い社外取締役等によって構成される独立委員会が設置されてお

り、プランの発動に際しては必ず独立委員会の判断を経ることが必要とされていること、④独立委員

会は第三者専門家を利用することができるとされていることなどにより、その公正性・客観性が担

保されており、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであり、当社の会社役員の地位の維持

を目的とするものではありません。

　

４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性のあるリスクとしては、当社事業の大部分を占める

フェロニッケル製品(平成19年度連結売上高の約97％)に限定され、以下のものがあります。

なお、将来に関する事項については、有価証券報告書提出日現在（平成20年６月27日）において当社グ

ループが判断したものであります。

(1) 収益に影響する要因

①　販売価格に影響する要素

当社グループ事業の売上高の大部分をフェロニッケル製品の売上高が占めており、当製品価格の動

向が当社グループ収益に大きな影響を及ぼしますが、当製品価格へ影響する主な要素としてＬＭＥ

ニッケル価格と外国為替相場があります。

②　各要素と販売価格との関係

ＬＭＥニッケル価格との関係では、当該価格が上昇すれば、フェロニッケル製品価格は上昇し、逆の

場合は当製品価格が下降する関係にあります。

外国為替相場との関係では、ＵＳドルと円との相場に関係しており、円安に進めば当製品価格は上昇

し、逆の場合は当製品価格が下降する関係にあります。

どの要素も、当製品の国内外向けを問わず、当製品価格に影響いたします。
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③　変動リスクへの対応

当社は、一定期間の収益を安定させるため、その収益を確保すべく変動リスク対応策を実施しており

ます。ＬＭＥニッケル価格の変動リスクに対しては、販売数量の一部について、当リスクヘッジを考慮

に入れた売買契約を締結しております。

外国為替相場の変動リスクについては、販売金額の一部について、為替変動リスクヘッジを実施して

おります。

当社のリスクヘッジとしてのデリバティブ取引等は実需の範囲以内となっております。

当社は、収益の安定と確保のため、両要素の変動に最大限の注力を払っておりますが、市場の急激な

大幅変動により、予想収益を確保出来ない可能性もあります。

(2) 資材調達に関する事項

　原料の調達先の確保

主原料のニッケル鉱石につきましては、現在、インドネシア、フィリピン及びニューカレドニアの３

地域より輸入しておりますが、当社は安定調達を目的として、各調達先鉱山会社とは長期購入契約の締

結、インドネシア及びフィリピンの鉱山会社には資本参加並びに各社に対して鉱山開発及び探鉱開発

等に係るアドバイスまた随時技術援助等を行っております。

(3) 災害、事故等による影響

当社グループは、安全衛生委員会を設置して、災害、事故等についての事前防止活動、定期的な設備の

点検等を行っており、また、災害、事故等が発生した場合には既設の危機管理委員会のマニュアルに従

い適切な対応を取れる体制となっておりますが、重大な労働災害、設備事故及び自然災害が発生した場

合は、生産活動の遅延、停止または制約等により、業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(提出会社)

ニッケル鉱石長期購入に関する契約

　

相手先 契約期間

RIO TUBA NICKEL MINING CO., LTD.(フィリピン)平成20年１月～平成24年12月(５年間)

TAGANITO MINING CO., LTD.(フィリピン)平成13年１月～平成22年12月(10年間)

PT ANTAM Tbk(インドネシア) 平成19年６月～平成26年５月(７年間)
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６ 【研究開発活動】

当連結会計年度の研究開発活動は、当社の技術開発室を中心に低品位ニッケル鉱石の利用方法、フェロ

ニッケル製造コストの削減及び廃棄物リサイクルに関する技術開発を推進いたしました。 

なお、当連結会計年度に支出した研究開発費は、ニッケル事業は292百万円及びその他の事業は１百万

円で総額は294百万円であります。

(1) ニッケル事業

①　低品位ニッケル鉱石を対象とする新規な湿式製錬法の確立

低品位ニッケル鉱石を将来のフェロニッケル原料として使用可能にする常圧浸出法の湿式製錬法を

確立するため、インドネシア産低品位ニッケル鉱石を対象に、小規模試験設備での連続試験を前連結会

計年度に引続き実施しました。

一方、湿式製錬法の確立を促進するため専門会社への委託試験も実施いたしました。

この結果、翌連結会計年度以降に計画しているパイロットプラント操業に必要なデータ及びノウハ

ウを蓄積することができました。今後も不足しているデータを取得するため小規模試験設備による連

続試験を実施し、パイロットプラント及び最終目標となる本プラントに必要な各種原単位と操業ノウ

ハウを取得して湿式製錬技術を確立していく予定であります。

なお、パイロットプラントに関わる設備投資を当連結会計年度では、2,352百万円実施しております。

　

②　フェロニッケルスラグの用途開発　

当社では道路用スラグ(路盤材)を製造販売しているため日本鉱業協会で組織されたＪＩＳ制定委員

会に積極的に参加し、ＪＩＳ化のための基礎調査、当社構内での実路試験及び公道試験を当連結会計年

度も継続して実施しました。

現在までの調査では当社のフェロニッケルスラグの物性値はＪＩＳ規格内にあり問題なく、今後も

道路用スラグのＪＩＳ規格認定を得るために試験を継続実施していく予定であります。

　

③　スラグ熱回収試験

前連結会計年度より化石燃料低減を目的としたフェロニッケルスラグからの熱回収のために、実機

レベルの熱交換機を１基製作・設置し、熱交換性能の最終確認と内壁の耐久性を上げるための試験及

び操業の安全性に関する試験を実施してきました。また、他のプラントメーカーから提案された移動床

クーラーを主体とした熱交換システムを検討中であります。この方法によるスラグ熱交換機への適用

の可能性を十分検討し、今後、実証試験レベルの共同研究を実施していく予定であります。

　

(2) その他の事業

パラエコシステムを使用した研究開発は、当社で産業廃棄物から発生する溶融スラグがＪＩＳ規格

とされていないため、溶融スラグ石材研究会の会員企業で溶融スラグ骨材の品質試験を行い、次回ＪＩ

Ｓ原案作成委員会に提案できるよう骨材試験を実施しました。この結果、当社の溶融スラグは、スラグ

の密度、吸収率等の物性が良好で、コンクリート用骨材としての品質は良好と判断することができまし

た。

今後はこのＪＩＳ規格化を推進するとともに実際の道路に当社の溶融スラグを下層路盤に施工し試

験を実施していく予定であります。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態の分析

①資産の部

資産合計は、前連結会計年度末に比べ15,457百万円増加し、120,360百万円となりました。

当連結会計年度において、主需要先であるステンレス鋼業界は、ＬＭＥニッケル価格が下降局面に入っ

たことでステンレス鋼価格の先安感により買い控えが生じ、在庫が増加したため減産体制に入りましが、

第４四半期にはフェロニッケル製品の販売数量が平年並みに回復したこと及びフェロニッケル製品の価

格形成の指標となるＬＭＥニッケル価格が高値圏で推移したことによる影響で増収増益となりました。

その結果、現金及び預金並びに受取手形及び売掛金の増加等により、流動資産が前連結会計年度に比べ

9,944百万円の増加となりました。

また、フェロニッケル製品製造ライン一系列についての大規模な設備更新投資及び持分法適用関連会

社に係る投資利益増加等に伴う投資有価証券の増加等により、固定資産が前連結会計年度末に比べ5,512

百万円の増加となりました。

②負債の部

負債合計は、前連結会計年度末に比べ8,683百万円減少し、25,482百万円となりました。

当連結会計年度は、フェロニッケル製品製造ライン一系列についての大規模な設備更新投資等を行っ

たことに伴う設備代金決済による流動負債その他に含まれる未払金の減少、法人税、住民税及び事業税の

支払いに伴う未払法人税等の減少等により、流動負債が前連結会計年度末に比べ5,952百万円の減少とな

りました。

また、長期借入金の返済及び適格年金の拠出金払込額の増加による退職給付引当金減少等により固定

負債は前連結会計年度と比べ2,731百万円の減少となりました。

③純資産の部

純資産合計は、当連結会計年度において、主需要先であるステンレス鋼業界は、ＬＭＥニッケル価格が

下降局面に入ったことでステンレス鋼価格の先安感により買い控えが生じ、在庫が増加したため減産体

制に入りましが、フェロニッケル製品の価格形成の指標となるＬＭＥニッケル価格が高値圏で推移した

ことによる影響で当期純利益が大幅に増加したこと等により、前連結会計年度（少数株主持分を含む）

に比べ24,141百万円増加し、94,878百万円となりました。
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(2) 経営成績の分析

①売上高及び営業利益

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度と比べ16,136百万円の増収で116,419百万円となりまし

た。これは、当社グループの主力製品であるフェロニッケル製品の価格形成の指標となるＬＭＥニッケル

価格が高値圏で推移した影響によるものであります。

また、当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度と比べ7,795百万円の増加で52,250百万円となり

ました。これは、原材料の価格上昇等により売上原価が増加し収益のマイナス要因となりましたが、当社

グループの主力製品であるフェロニッケル製品の価格形成の指標となるＬＭＥニッケル価格が高値圏で

推移した影響により増収となったためであります。

②経常利益

当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度と比べ10,598百万円の増益で56,314百万円となりまし

た。これは、当社グループの主力製品であるフェロニッケル製品の価格形成の指標となるＬＭＥニッケル

価格が高値圏で推移したことによる影響で売上高が増加したこと並びに持分法適用会社であるタガニー

ト鉱山等の増益により投資利益が増加したことによるものであります。

③当期純利益

当連結会計年度の当期純利益は、前連結会計年度と比べ6,716百万円の増益で32,803百万円となりまし

た。これは、７号電気炉吹き上げ災害事故による災害事故損失の計上及び環境事業の減損損失の計上等に

より特別損失が増加しましたが、当社グループの主力製品であるフェロニッケル製品の価格形成の指標

となるＬＭＥニッケル価格が高値圏で推移したことによる影響で、経常利益が増加したことによるもの

であります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社及び連結子会社の設備投資は、ニッケル事業についてはフェロニッケル生産設備を中心に11,757百

万円、その他の事業については廃棄物リサイクル事業を中心に288百万円の投資を実施し、総投資額(有形固

定資産、無形固定資産及び長期前払費用)は12,046百万円となりました。

　

(注)　設備の状況の各項目の金額には消費税等を含んでおりません。
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２ 【主要な設備の状況】

当社及び連結子会社における主要な設備は以下のとおりであります。

提出会社

　

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

八戸本社
(青森県八戸市)

ニッケル
フェロニッケル
製造関連設備 5,76716,6878,292

(583)
12430,872331

その他
廃棄物リサイクル
設備 248 1,171 198

(13)
8 1,62714

　

国内子会社

　

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

㈱大平洋
エネルギーセンター

本社
(青森県八戸市)

その他 発電設備
[25]
302 1,150

[484]
(20) 5 1,45814

(注) １　帳簿価額は、建設仮勘定を除いております。

２　帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具・備品、無形固定資産及び長期前払費用の合計であります。

３　［　］は外数で当社の土地、建物を賃借しております。

４　従業員数は、就業人員数で表示しております。

　

EDINET提出書類

大平洋金属株式会社(E01254)

有価証券報告書

 21/106



３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　

当連結会計年度末における重要な設備の更新等の計画は以下のとおりであります。

　

会社名 所在地
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定金額(百万円)
資金
調達方法

着手及び
完了予定 増加

能力
予算金額 既支払額 着手 完了

大平洋金属㈱
八戸本社

青森県
八戸市

ニッケル
キルン、電気炉関
連設備 3,556 ― 自己資金 平成

20.4
平成
21.3

変動
なし

鉱石搬送及び原料
破砕乾燥設備 1,400 ― 自己資金 平成

20.4
平成
21.3

変動
なし

スラグ関連設備 2,263 ― 自己資金 平成
20.4

平成
21.3

変動
なし

自家発電及び受電
変電関連設備 1,701 ― 自己資金 平成

20.4
平成
21.3

変動
なし

湿式製錬試験設備 8,755 2,352自己資金 平成
19.5

平成
22.2

変動
なし

出荷関連施設 449 ― 自己資金 平成
20.4

平成
21.3

変動
なし

原料等貯蔵施設 204 ― 自己資金 平成
20.4

平成
21.3

変動
なし

その他
廃棄物リサイクル
設備 269 ― 自己資金 平成

20.4
平成
21.3

変動
なし

　

　

(2) 重要な設備の除却等

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 500,000,000

計 500,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 195,770,713195,770,713
東京、大阪、
名古屋証券取引所
の市場第一部

─

計 195,770,713195,770,713― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成16年６月29日
(注)１

─ 195,770― 24,824△15,451 3,481

平成16年８月１日
(注)２

― 195,770△10,902 13,922 ― 3,481

(注) １　欠損金への填補のための減少です。

２　欠損金へ填補するための無償減資（払い戻しを行わない資本の減少）による減少です。
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(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ 56 104 391 199 13 23,24424,007 ―

所有株式数
(単元)

─ 28,92912,93863,53824,253 21 65,017194,6961,074,713

所有株式数
の割合(％)

─ 14.86 6.65 32.6312.46 0.01 33.39 100 ―

(注) １　自己株式418,374株は「個人その他」に418単元及び「単元未満株式の状況」に374株含めて記載してありま
す。

２　上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が27単元含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

新日鐵住金ステンレス株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番１号 20,493 10.46

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 15,955 8.15

日新製鋼株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目４番１号 14,952 7.64

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 7,749 3.96

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 6,793 3.47

モルガン・スタンレーアンドカ
ンパニーインク（常任代理人モ
ルガン・スタンレー証券株式会
社証券管理本部オペレーション
部門）

１５８５　ＢＲＯＡＤＷＡＹ
ＮＥＷ　ＹＯＲＫ，ＮＥＷ　ＹＯＲＫ　10036，
Ｕ．Ｓ．Ａ（東京都渋谷区恵比寿４丁目20番
３号）

3,955 2.02

資産管理サービス信託銀行株式
会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番12号 2,518 1.29

学校法人金子教育団 東京都新宿区高田馬場四丁目23番20号 2,356 1.20

ステート ストリート バンク ア
ンド トラスト カンパニー（常
任代理人株式会社みずほコーポ
レート銀行　兜町証券決済業務
室）

Ｐ.Ｏ.ＢＯＸ　３５１　ＢＯＳＴＯＮ
ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ　02101
Ｕ.Ｓ.Ａ.（東京都中央区日本橋兜町６番７
号）

2,159 1.10

日新火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台２丁目３番地 2,139 1.09

計 ― 79,071 40.38

　

EDINET提出書類

大平洋金属株式会社(E01254)

有価証券報告書

 24/106



(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式418,000
 

― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式

194,278,000
194,278 ─

単元未満株式
普通株式

1,074,713
― ─

発行済株式総数 195,770,713― ―

総株主の議決権 ― 194,278 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式27,000株(議決権数27個)が含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式374株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
大平洋金属株式会社

東京都千代田区大手町
一丁目６番１号

418,000 ─ 418,000 0.21

計 ― 418,000 ─ 418,000 0.21

　

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議または取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 66,315 122

当期間における取得自己株式 3,031 2

(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取によ

る株式数は含めておりません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価格の総額
（百万円）

株式数（株）
処分価格の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自
己株式

─ ─ ─ ─

消去の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る移転
を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他（単元未満株式の売渡請求） 1,652 1 452 0

保有自己株式数 418,374 ─ 420,953 ─

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売渡に

よる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

剰余金の配当につきましては、中期経営計画において、当社は株主の皆様への利益還元を重要な経営課題

のひとつとして位置づけており、企業体質の充実・強化を図りつつ、連結配当性向３０％を目処に実施して

参ります。

内部留保につきましては、経営環境の変化に対応するとともに、新技術の開発、設備投資および資本政策

の一環として自己株式取得等に活用してまいります。

当事業年度の配当につきましては、中間配当１株当たり24円、期末配当１株当たり26円、合計50円とさせ

ていただきました。

毎事業年度における配当の回数については、中間配当と期末配当の年２回を基本方針としており、これら

の剰余金の配当の決定は、取締役会が行っております。

また、当社は中間配当、期末配当のほか基準日を定めて剰余金の配当をすることができる旨及び会社法第

459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によるほ

か、取締役会の決議によっても定めることができる旨を定款に定めております。

なお、第82期の剰余金の配当は以下のとおりであります。

　

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たりの配当額（円）

平成19年10月26日
取締役会決議

4,688 24

平成20年４月22日
取締役会決議

5,079 26

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 722 590 756 1,825 2,685

最低(円) 126 346 431 592 777

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成19年
10月

11月 12月
平成20年
１月

２月 ３月

最高(円) 1,975 1,498 1,237 1,105 1,336 1,332

最低(円) 1,392 994 1,014 777 827 951

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役

取締役社長
村　井　浩　介 昭和12年３月12日生

昭和35年４月

昭和61年４月

平成２年６月

平成６年４月

平成10年12月

平成11年７月

平成12年６月

平成15年６月

当社入社

当社八戸製造所第一製造部長

当社取締役

当社八戸製造所副所長

当社八戸製造所長

当社製造本部長

当社専務取締役

当社代表取締役社長(現職)

(注)３ 31

取締役

副社長
石　坂　　　勉 昭和13年９月10日生

昭和36年４月

昭和61年12月

平成元年12月

平成４年６月

平成11年１月

平成11年７月

平成14年６月

平成16年６月

平成18年６月

当社入社

当社営業二部副部長

当社営業二部長

当社取締役

当社営業一部長

当社業務部長

当社常務取締役

当社専務取締役

当社取締役副社長(現職)

(注)３ 50

専務取締役 桑　原　照　雄 昭和18年８月14日生

昭和42年４月

平成２年４月

平成４年４月

平成８年４月

平成11年３月

平成11年10月

平成13年６月

平成13年６月

平成16年６月

北海道東北開発公庫入庫

同公庫北海道支店次長

同公庫総務部次長

同公庫総務部長

同公庫理事

日本政策投資銀行理事

同行顧問

当社常務取締役

当社専務取締役(現職)

(注)３ 10

常務取締役 経理部長 髙　木　正　弘 昭和17年８月17日生

昭和40年４月

昭和63年12月

平成３年12月

平成６年７月

平成12年６月

平成17年６月

当社入社

当社経理部次長

当社経理部副部長

当社経理部長(現職)

当社取締役

当社常務取締役(現職)

(注)３ 9

常務取締役 製造本部長 東　　　洋　幸 昭和19年４月６日生

昭和43年４月

平成７年12月

平成10年１月

平成11年７月

平成12年６月

平成12年６月

平成17年６月

当社入社

当社八戸製造所第二製造部長

当社八戸製造所第三製造部長兼務

当社製造本部工務部長

当社製造本部長(現職)

当社取締役

当社常務取締役(現職)

(注)３ 13

取締役 総務部長 庭　山　隆　夫 昭和22年１月25日生

昭和46年４月

平成５年12月

平成８年12月

平成11年７月

平成14年６月

当社入社

当社資材部次長

当社八戸製造所事務部長

当社総務部長(現職)

当社取締役(現職)

(注)３ 14

取締役 鉱石部長 仙　石　立　衞 昭和23年12月５日生

昭和47年４月

平成８年12月

平成11年７月

平成13年４月

平成14年６月

平成18年６月

当社入社

当社資材部次長

当社鉱石部次長

当社鉱石部長代理

当社鉱石部長(現職)

当社取締役(現職)

(注)３ 23

取締役
製造本部

製造部長
武　田　正　仁 昭和23年８月20日生

昭和47年４月

平成６年12月

平成９年12月

平成10年12月

平成11年７月

平成18年６月

当社入社

当社八戸製造所第一製造部次長

当社八戸製造所第一製造部長代理

当社八戸製造所第一製造部長

当社製造本部製造部長(現職)

当社取締役(現職)

(注)３ 14

取締役

製造本部

工務部長

兼

環境事業

部長

佐々木　　朗 昭和24年10月８日生

昭和47年４月

平成９年12月

平成11年７月

平成13年４月

平成18年６月

平成20年４月

当社入社

当社八戸製造所第一製造部次長

当社製造本部製造部次長

当社製造本部工務部長（現職）

当社取締役(現職)

当社製造本部環境事業部長(現職)

(注)３ 5
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役 上　原　敢二郎 昭和16年７月15日生

昭和39年４月

平成３年12月

平成７年２月

平成11年４月

平成12年１月

平成13年４月

 

平成13年７月

平成15年６月

平成16年７月

三菱商事株式会社入社

同社石炭部長

同社鉄鋼原料本部長兼石炭部長

同社金属資源本部長

当社顧問

三菱商事株式会社金属グループ

CEO補佐

同社理事・金属グループCEO補佐

当社取締役(現職)

三菱商事株式会社顧問

(注)３ ─

取締役 小　野　直　温 昭和15年５月31日生

昭和44年４月

昭和55年４月

昭和61年４月

平成19年６月

弁護士登録、坂上法律事務所勤務

同法律事務所共同経営

小野法律事務所開設

当社取締役（現職）

(注)３ 1

常任監査役
(常勤)

達　中　輝　一 昭和19年６月26日生

昭和38年４月

平成７年12月

 

平成11年７月

平成15年４月

平成15年６月

平成17年６月

当社入社

当社八戸製造所事務部次長兼経理

課長

当社経理部次長兼財務・企画課長

当社経理部専任部長

当社監査役

当社常任監査役(現職)

(注)４ 24

監査役 依　田　健　三 昭和15年５月23日生

昭和39年４月

昭和56年12月

 

昭和62年10月

 

平成10年４月

平成11年４月

平成15年６月

三菱商事株式会社入社

同社ニッケル重金属部マンガンノ

ジュールチームリーダー

同社金属事業開発部企画開発チー

ムリーダー

同社金属資源企画開発部長代理

同社金属総括部部長代理

当社監査役(現職)

(注)４ ─

監査役 水　谷　康　志 昭和21年８月19日生

昭和45年６月

平成２年４月

平成７年７月

平成11年６月

平成12年６月

平成14年６月

平成15年６月

平成19年６月

株式会社協和銀行入行

同行荻窪支店長

株式会社あさひ銀行海外業務部長

同行市場企画部長

同行常勤監査役

あさひ銀保証株式会社専務取締役

りそなカード株式会社常勤監査役

当社監査役(現職)

(注)４ ─

監査役 渡　邉　睦　身 昭和20年１月29日生

昭和42年４月

昭和63年10月

平成６年６月

平成11年６月

平成13年６月

 

平成15年６月

 

平成20年６月

株式会社日本興業銀行入行

同行仙台支店副支店長

同行広島支店支店長

トーイン株式会社取締役

株式会社興銀データサービス代表

取締役社長

株式会社みずほフィナンシャルグ

ループ

当社監査役(現職)

(注)４ ─

計 194

　 (注) １　取締役上原敢二郎及び小野直温の両氏は、会社法第２条第15号の社外取締役であります。

２　監査役依田健三、水谷康志及び渡邉睦身の三氏は、会社法第２条第16号の社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　監査役の任期は、達中輝一、依田健三及び水谷康志の三氏は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から

平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時まで、また、渡邉睦身氏は、平成20年３月期に係る定時株主総会

終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方

当社は取締役・監査役制度を中心にコーポレート・ガバナンスの充実を図り、公正で透明性のある経営

機構を構築することを基本的な考えとしております。

　

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①　会社の機関の基本説明

(取締役会)

取締役会は、経営環境の変化に迅速かつ適切に対応するため、毎月の取締役会開催に加え、取締役間

で随時打合せを行い、迅速な対応、効率的な業務の執行及び取締役間の業務の執行監視を行っておりま

す。

(経営計画委員会)

経営計画委員会は、取締役及び所管部長・室長により構成し、会社の業務運営方針及び経営計画(原

案)を策定し、取締役会に提案いたします。

(監査役会)

当社は監査役制度を採用しており、監査役会を構成する監査役４名のうち３名が社外監査役であり

ます。取締役の公正な業務執行を期するために非常勤を含めた監査役全員が全ての取締役会に出席で

きる体制にしております。

②　会社の機関・内部統制の図表
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③　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

(イ)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理の体制

・取締役の職務執行に関する報告は、文書及び電子的媒体により行っております。

・職務の執行に係る情報の保存、管理は法令・社内規定により行っております。

(ロ)損失の危険の管理に関する規定その他の体制

・大規模な事故、災害、不祥事等に対処するために、「危機管理委員会」を設置いたしました。　

・経営管理上のリスクについては取締役会に上程し対応を決定しております。

・日常業務におけるリスクに対しては、管理規定、業務執行におけるマニュアル等を作成し対応して

おります。

(ハ)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・業務運営では、取締役及び所管部室長をメンバーとする経営計画委員会が運営方針及び経営計画

を策定し、取締役会において同方針、計画を協議、決定、これを組織的、計画的に業務執行を行って

おります。

また、その業務執行状況は担当取締役が、取締役会へ定期的に報告し、取締役会が確認をしており

ます。

・業務執行の効率性は各種規定の整備により行っております。

・社外取締役は全ての取締役会に出席しております。

(ニ)取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・「経営方針」、「企業倫理規範」、「企業行動基準」等を取締役会にて制定いたしました。

・取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制として、「内

部統制委員会」を設置しコンプライアンスの強化を図っております。

　・当社は、市民社会の秩序・安全に脅威を与えている反社会的勢力及び団体等とは一切の関係を持た

ないこと、また反社会的勢力及び団体からの要求を断固として拒否します。従来より、担当窓口を

設置し、情報を一元管理し、警察及び特殊暴力防止対策連合会などの関連団体との連携、また、社内

での「不当要求の手口と対応」等のビデオ研修を行い、同勢力排除に向けた取り組みを強化して

おります。

　・金融商品取引法(平成18年６月成立)第24条の４の４「財務計算に関する書類及びその他の情報の

適正性を確保するための体制の評価」(所謂Ｊ－ＳＯＸ法)が、当社の場合平成20年４月から始ま

る事業年度から適用されるので、当社はグループ会社を含めて、当該条項に関する内部統制報告書

提出に係る体制を整えております。

　・社外取締役は全ての取締役会に出席し、意思決定を行っております。

・取締役会直属の「監査室」を設置し、当該室が監査役との連携のもと、組織・制度監査、業務監査、

会計監査を行っております。

・公益通報体制を整えております。

(ホ)当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

・当社の指導のもと連結子会社は、内部統制・危機管理担当者を置き、その担当者は、必要に応じて

当社の「内部統制委員会」「危機管理委員会」に出席する等、業務の適正を確保する体制を整え

ております。

・「監査室」は連結子会社における業務の適正を確保するために監査を行っております。

・連結子会社の経営状態を担当取締役が定期的に取締役会に報告しております。

・公益通報体制を整えております。
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(ヘ)監査役の職務を補助すべき使用人の体制

・監査役の職務を補助すべき使用人はいませんが、当面は「監査室」が監査役と連携を保ち、取締役

会が必要に応じ監査役会と意見交換を行います。

(ト)取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制

・取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、法令に従

い、直ちに監査役に報告することになっております。

・取締役は、取締役会及び重要な会議開催の係る招集通知を監査役に行っており、また、監査役の重

要な書類の閲覧並びに会社の業務及び財産の状況調査については、監査役の指示に従うこととし

ております。

・取締役の公正な業務執行を期するために非常勤を含めた監査役４名(うち３名は社外監査役)が全

ての取締役会に出席できる体制にしております。

(チ)財務報告の信頼性を確保するための体制

　　　当社は、当社グループの財務報告の信頼性を確保するために、各種関連規定を整備し、財務報告にお

ける不正や誤謬発生のリスクを把握・管理し、予防及び牽制機能を整備・運用・評価し、不備があ

れば是正していく体制を整えております。

④　内部監査及び監査役監査の状況

当社の内部監査及び監査役監査は、内部監査をする監査室２名と監査役の相互の連携を取りなが

ら組織・制度監査、業務監査、会計監査を実施するものとなっております。

⑤　会計監査の状況

当連結会計年度の会計監査業務を執行したあずさ監査法人の公認会計士は、櫻井憲二氏、成瀨幹夫

氏、成田孝行氏の３名で、会計監査業務に係る補助者は同法人に所属する公認会計士３名、会計士補

等４名及びその他４名であります。

⑥　社外取締役及び社外監査役との関係

社外取締役２名は、当社取引先・大株主会社の出身と弁護士であります。また、社外監査役３名の

うち２名は当社取引先銀行、１名は当社取引先・大株主会社の出身であります。

また、社外取締役及び社外監査役個人が直接、当社と利害関係を有するものではありません。

⑦　自己の株式取得に関する定め

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等により

自己株式を取得できるよう、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株

式を取得することができる旨を定款で定めております。

⑧　新株予約権無償割り当ての決定機関

当社は、新株予約権無償割当てに関する事項については、取締役会の決議によるほか、株主総会の

決議、または株主総会の決議による委任に基づく取締役会の決議により決定する旨を定款で定めて

おります。

⑨　取締役の定数

当社の取締役は15名以内とする旨を定款で定めております。

⑩　取締役の選任方法に関する定款の定め

当社は、取締役を選任する株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないもの

とする旨を定款で定めております。

⑪　社外取締役及び社外監査役の責任を限定する契約を締結することを可能とする定款の定め

当社は、社外取締役及び社外監査役の当社に対する損害賠償責任を合理的な範囲に限定し、職務の

遂行にあたりその期待される役割を十分に発揮できるよう、責任限定契約を締結できる旨を定款で
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定めております。

⑫　株主総会の特別決議要件を変更している定款の定め

当社は、特別決議の定足数をより確実に充足できるよう、会社法第309条第２項に定める決議は、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３

分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。

⑬　剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主に対して機動的に利益還元を行

うこともできるよう、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について法令に別段の

定めのある場合を除き、株主総会の決議によるほか、取締役会の決議によっても定めることができる

旨を定款で定めております。

　

(2) 役員報酬の内容

　役員に対する報酬等の額

　

区分
取締役 監査役 合計

支給額(百万円) 支給額(百万円) 支給額(百万円)

社内 311 28 339

社外 7 23 31

合計 318 51 370

　

(3) 監査報酬の内容

会計監査人に対する報酬等の額

　

区分 支給額(百万円)

1.　当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の
合計額

34

2.　上記1.の合計額のうち、公認会計士法第２条第１項の業務(監
査証明業務)の対価として当社および当社の子会社が会計監
査人に支払うべき報酬等の合計額

34

3.　上記2.の合計額のうち、当社が会計監査人に支払うべき会計
監査人としての報酬等の額

34
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　  なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　  なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31

日まで)の連結財務諸表及び前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表につい

てはみすず監査法人及びあずさ監査法人の監査を受け、また金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基

づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の連結財務諸表及び当事業年度(平成

19年４月１日から平成20年３月31日まで)の財務諸表については、あずさ監査法人の監査を受けておりま

す。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

第81期連結会計年度の連結財務諸表及び第81期事業年度の財務諸表

みずず監査法人及びあずさ監査法人

第82期連結会計年度の連結財務諸表及び第82期事業年度の財務諸表

あずさ監査法人
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 30,770 36,772

　２　受取手形及び売掛金 ※３ 10,198 13,079

　３　たな卸資産 9,690 10,938

　４　繰延税金資産 1,489 1,286

　５　その他 333 350

　　　貸倒引当金 △5 △5

　　流動資産合計 52,47650.0 62,42151.9

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※３

　　(1) 建物及び構築物 ※４ 17,696 17,634

　　　　減価償却累計額 10,334 7,361 10,527 7,107

　　(2) 機械装置及び運搬具 ※４ 49,180 49,546

　　　　減価償却累計額 32,595 16,585 30,223 19,323

　　(3) 土地 ※２ 11,251 9,679

　　(4) 建設仮勘定 113 5,813

　　(5) その他 567 617

　　　　減価償却累計額 387 179 403 214

　　　有形固定資産合計 35,491 42,138

　２　無形固定資産

　　(1) のれん 147 122

　　(2) その他 35 37

　　　無形固定資産合計 183 160

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※１ 5,127 9,287

　　(2) 長期貸付金 492 486

　　(3) 長期前払費用 820 757

　　(4) 破産債権、再生債権、
　　　　更生債権その他
　　　　これらに準ずる債権

364 ─

　　(5) 破産更生債権等 ─ 19

　　(6) 繰延税金資産 592 425

　　(7) 長期性預金 10,000 5,000

　　(8) その他 139 155

　　　　貸倒引当金 △785 △490

　　　投資その他の資産合計 16,752 15,641

　　固定資産合計 52,42650.0 57,93948.1

　　資産合計 104,902100.0 120,360100.0

　

EDINET提出書類

大平洋金属株式会社(E01254)

有価証券報告書

 35/106



　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 2,761 2,342

　２　短期借入金 ※３ 1,943 1,940

　３　未払法人税等 14,561 10,775

　４　未払費用 1,723 1,420

　５　賞与引当金 673 597

　６　災害損失引当金 ─ 602

　７　その他 6,427 4,462

　　流動負債合計 28,09226.8 22,13918.4

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※３ 3,256 1,315

　２　退職給付引当金 799 49

　３　再評価に係る繰延税金
　　　負債

1,852 1,803

　４　その他 165 174

　　固定負債合計 6,0745.8 3,3422.8

　　負債合計 34,16632.6 25,48221.2

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 13,92213.3 13,92211.6

　２　資本剰余金 3,4833.3 3,4832.9

　３　利益剰余金 52,36249.9 76,64263.7

　４　自己株式 △192△0.2 △313△0.3

　　　株主資本合計 69,57566.3 93,73477.9

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

686 0.6 482 0.4

　２　繰延ヘッジ損益 △1 △0.0 0 0.0

　３　土地再評価差額金 ※２ 492 0.5 419 0.3

　４　為替換算調整勘定 △81 △0.1 172 0.1

　　　評価・換算差額等合計 1,0951.0 1,0750.8

Ⅲ　少数株主持分 65 0.1 69 0.1

　　　純資産合計 70,73667.4 94,87878.8

　　　負債純資産合計 104,902100.0 120,360100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 100,283100.0 116,419100.0

Ⅱ　売上原価 ※２ 51,01950.9 59,27450.9

　　　売上総利益 49,26349.1 57,14549.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１

　１　販売費 3,094 2,879

　２　一般管理費 1,713 4,8084.8 2,014 4,8944.2

　　　営業利益 44,45544.3 52,25044.9

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 25 118

　２　受取配当金 31 31

　３　不動産賃貸料 119 107

　４　持分法による投資利益 1,464 3,991

　５　その他 247 1,8891.9 366 4,6154.0

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 107 91

　２　休止設備費 83 72

　３　貸与設備費 67 67

　４　為替ヘッジ差額 189 ─

　５　設備維持費用 ─ 153

　６　その他 178 627 0.6 166 551 0.5

　　　経常利益 45,71645.6 56,31448.4

Ⅵ　特別利益

　１　貸倒引当金戻入益 18 ─

　２　投資有価証券売却益 0 ─

　３　設備解体撤去屑売却益 69 151

　４　その他 4 93 0.1 1 152 0.1

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※３ 332 453

　２　投資有価証券売却損 82 ─

　３　たな卸資産評価損 1,016 240

　４　環境事業操業停止損失 765 614

　５　設備更新等による
　　　解体撤去費

464 850

　６　減損損失 ※４ ─ 525

　７　災害事故損失 ※５ ─ 843

　８　その他 0 2,6622.7 69 3,5963.1

　　　税金等調整前当期純利益 43,14743.0 52,87045.4

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

17,867 19,509

　　　法人税等調整額 △818 17,04817.0 553 20,06317.2

　　　少数株主利益 11 0.0 3 0.0

　　　当期純利益 26,08626.0 32,80328.2
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 13,922 3,482 29,073 △87 46,391

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当(※) △1,368 △1,368

　剰余金の配当 △1,368 △1,368

　役員賞与 △61 △61

　当期純利益 26,086 26,086

　自己株式の取得 △106 △106

　自己株式の処分 0 0 1

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

─

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

─ 0 23,288 △105 23,184

平成19年３月31日残高(百万円) 13,922 3,483 52,362 △192 69,575

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 662 ─ 492 △156 998 53 47,443

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当(※) △1,368

　剰余金の配当 △1,368

  役員賞与 △61

　当期純利益 26,086

  自己株式の取得 △106

　自己株式の処分 1

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

23 △1 74 96 11 108

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

23 △1 ─ 74 96 11 23,292

平成19年３月31日残高(百万円) 686 △1 492 △81 1,095 65 70,736

(※)平成18年６月29日定時株主総会における利益処分項目であります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 13,922 3,483 52,362 △192 69,575

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △8,597 △8,597

　当期純利益 32,803 32,803

　自己株式の取得 △122 △122

　自己株式の処分 0 1 1

　土地再評価差額金の取崩 73 73

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

─

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

─ 0 24,279 △120 24,158

平成20年３月31日残高(百万円) 13,922 3,483 76,642 △313 93,734

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 686 △1 492 △81 1,095 65 70,736

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △8,597

　当期純利益 32,803

  自己株式の取得 △122

　自己株式の処分 1

　土地再評価差額金の取崩 73

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△204 2 △73 254 △20 3 △17

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△204 2 △73 254 △20 3 24,141

平成20年３月31日残高(百万円) 482 0 419 172 1,075 69 94,878
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前当期純利益 43,147 52,870

　２　減価償却費等 2,081 2,676

　３　減損損失 ― 525

　４　のれん償却額 24 24

　５　貸倒引当金の増減額(△減少額) △17 △293

　６　受取利息及び受取配当金 △57 △150

　７　持分法投資利益 △1,464 △3,991

　８　支払利息 107 91

　９　投資有価証券売却益 △0 ―

　10　有形固定資産除却損 332 453

　11　売上債権の増減額(△増加額) △6,836 △2,881

　12　たな卸資産の増減額(△増加額) 685 527

　13　仕入債務の増減額(△減少額) 1,144 △419

　14　未払消費税等の増減額(△減少額) 1,347 △853

　15　退職給付引当金の増減額(△減少額) 30 △768

　16　災害損失引当金の増減額(△減少額) ─ 602

　17　役員賞与の支払額 △61 ─

　18　その他 819 △112

　　　　小計 41,282 48,302

　19　利息及び配当金の受取額 563 447

　20　利息の支払額 △103 △93

　21　法人税等の支払額 △9,973 △23,277

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 31,768 25,378

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　投資有価証券の取得による支出 ─ △595

　２　投資有価証券の売却による収入 66 ─

　３　有形固定資産の取得による支出 △6,426 △13,148

　４　有形固定資産の売却による収入 2 0

　５　無形固定資産の取得による支出 △24 △8

　６　定期預金の払戻による収入 ─ 2,000

　７　定期預金の預入による支出 △10,000 △10,000

　８　貸付金の回収による収入 8 7

　９　国庫補助金による収入 475 ─

　10　その他 △5 △2

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △15,904 △21,747

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　長期借入金の返済による支出 △1,923 △1,943

　２　配当金の支払額 △2,736 △8,561

　３　その他 △104 △122

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △4,765 △10,627

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 ─ △2

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 11,099 △6,998

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 17,671 28,770

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 28,770 21,772
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　３社

　　　主要な連結子会社の名称

　　　「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載して

いるため省略しております。

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　３社

　　　連結子会社の名称

　　　太平洋興産㈱、㈱大平洋エネルギーセンター、㈱大平

洋ガスセンター

　(2) 主要な非連結子会社の名称

　　　㈲田代ファーム

　　　連結の範囲から除いた理由

非連結子会社３社は、いずれも小規模会社であり、

合計の総資産、売上高、当期純利益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。

　(2) 主要な非連結子会社の名称

　　　㈲田代ファーム

　　　連結の範囲から除いた理由

同左

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用した関連会社の数　６社

　　　主要な会社名

㈱パシフィックソーワ、リオ・チュバ・ニッケル

鉱山㈱、タガニート鉱山㈱

なお、当連結会計年度より増加した３社は前連結

会計年度まで㈱パシフィックソーワを通じて間接的

に持分法を適用していたため、これによる実質的な

会社数の増加はありません。

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用した関連会社の数　６社

　　　主要な会社名

㈱パシフィックソーワ、リオ・チュバ・ニッケル

鉱山㈱、タガニート鉱山㈱

　(2) 持分法を適用しない非連結子会社のうち主要な会

社の名称

　　　㈲田代ファーム

　　　持分法を適用しない理由

持分法を適用しない非連結子会社は、それぞれ当

期純利益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分法の適用範囲から除

外しております。

　(2) 持分法を適用しない非連結子会社のうち主要な会

社の名称

　　　㈲田代ファーム

　　　持分法を適用しない理由

同左
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(3) 持分法の適用の手続について特に記載する必要が

あると認められる事項

　　　持分法適用会社６社の決算日は、12月31日であり連結

決算日と異なっておりますが、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用しております。

　(3) 持分法の適用の手続について特に記載する必要が

あると認められる事項

　　　同左

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま

す。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　同左

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　その他有価証券

　　　　ａ時価のあるもの

　　　　  期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、

全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)を採用しております。

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　その他有価証券

　　　　ａ時価のあるもの

　　　　　同左　

　　　　ｂ時価のないもの

　　　　  移動平均法による原価法を採用しております。

　　　　ｂ時価のないもの

　　　　　同左

　　②　デリバティブの評価基準及び評価方法

　　　　時価法を採用しております。

　　②　デリバティブの評価基準及び評価方法

　　　　同左

　　③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　商品に含まれる販売用不動産及び仕掛品に含まれる

半成工事については、個別法による原価法、その他

の商品、製品、半製品、原材料、仕掛品及び貯蔵品に

ついては、移動平均法による原価法によっており

ます。

　　③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　商品に含まれる販売用不動産及び仕掛品に含まれる

半成工事については、個別法による原価法、その他

の商品、製品、半製品、原材料、仕掛品及び貯蔵品に

ついては、移動平均法による原価法によっており

ます。

　　（追加情報）

　　　　当連結会計年度において、土地の一部について保有

目的を変更し、1,776百万円を土地からたな卸資産

（販売用不動産）に振り替えております。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　定額法を採用しております。

 　　　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

 　　　　建物及び構築物　　　15～31年

 　　　　機械装置及び運搬具　４～10年

 　　　　その他　　　　　　　２～10年　　　　

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　定額法を採用しております。

 　　　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

 　　　　建物及び構築物　　　15～31年

 　　　　機械装置及び運搬具　４～15年

 　　　　その他　　　　　　　２～10年　　　　

　　（会計方針の変更）

　　　　法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法

律　平成19年３月30日　法律第６号）及び（法人税

法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30

日　政令第83号））に伴い、当連結会計年度から、

平成19年４月１日以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく方法に変更してお

ります。

　　　　これに伴い、従来の方法と比べ、売上総利益が13百万

円、営業利益が13百万円、経常利益及び税金等調整

前当期純利益が14百万円それぞれ減少しておりま

す。

　　　　なお、セグメント情報に与える影響については、当該

箇所に記載しております。

EDINET提出書類

大平洋金属株式会社(E01254)

有価証券報告書

 42/106



　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　　（追加情報）

　　　　当連結会計年度から、平成19年３月31日以前に取得

したものについては、償却可能限度額まで償却が

終了した翌年から５年間で均等償却する方法に

よっております。

　　　　これに伴い、従来の方法と比べ、売上総利益が277百

万円、営業利益が278百万円、経常利益及び税金等

調整前当期純利益が304百万円それぞれ減少して

おります。

　　　　なお、セグメント情報に与える影響については、当該

箇所に記載しております。

　　②　無形固定資産

　　　　定額法を採用しております。

　　②　無形固定資産

　　　　同左

　　③　長期前払費用

　　　　均等償却をしております。

　　③　長期前払費用

　　　　同左

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率法、貸倒懸念債権等特定の債

権については財務内容評価法により回収不能見込

額を計上しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　　　　同左

　　②　賞与引当金

　　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、翌連結会

計年度の支給見込額のうち当連結会計年度に帰属

する部分の金額を見積り計上しております。

　　②　賞与引当金

　　　　同左

　　　　 　　③　災害損失引当金

　当連結会計年度に発生した災害事故による設備

損傷等に伴い、翌連結会計年度以降に見込まれる

設備復旧費用等の発生に備えるため、当該損失見

込額を見積り計上しております。

　　③　退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付の支給に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産に基づ

き、当連結会計年度末において発生していると認

められる額を計上しております。

　　　　なお、会計基準変更時差異は、15年による按分額を費

用処理しております。

　　　　また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年数(10年)による定額

法により翌連結会計年度から費用処理する方法を

採用しております。

　　④　退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付の支給に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産に基づ

き、当連結会計年度末において発生していると認

められる額を計上しております。

　　　　なお、会計基準変更時差異は、15年による按分額を費

用処理しております。

　　　　また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年数(10年)による定額

法により翌連結会計年度から費用処理する方法を

採用しております。

　　　　当連結会計年度において、当社は、前払年金費用を計

上しており、投資その他の資産「その他」に含め

て計上しております。

　　④　役員退職慰労引当金
 　　(追加情報)
　　　　平成18年６月29日開催の定時株主総会において役員

退職慰労金制度を廃止したことにより役員退職慰

労引当金は全額取り崩し、支給確定額を長期未払

金に計上しております。
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(4) 重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　(4) 重要なリース取引の処理方法

　　　同左

　(5)重要なヘッジ会計の方法
　　①　ヘッジ会計の方法
　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

　(5)重要なヘッジ会計の方法
　　①　ヘッジ会計の方法
　　　　同左

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

　　ヘッジ手段…製品価格スワップ取引及び為替予約取

引

　　ヘッジ対象…フェロニッケル販売に係る予定取引

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

　　ヘッジ手段…為替予約取引

　　ヘッジ対象…フェロニッケル販売に係る予定取引

　　③　ヘッジ方針
　　　　デリバティブ取引に関する社内規定に基づき、フェ

ロニッケルの価格変動リスク及び為替変動リス
クを一定の範囲内でヘッジしております。

　　　　なお、デリバティブ取引はあくまでも実需に裏付け
られた範囲で行なう方針であります。

　　③　ヘッジ方針
　　　　デリバティブ取引に関する社内規定に基づき、為替

変動リスクを一定の範囲内でヘッジしておりま
す。

　　　　なお、デリバティブ取引はあくまでも実需に裏付け
られた範囲で行なう方針であります。

　　④　ヘッジ有効性の評価方法
　　　　ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計
とを比率分析する方法により行っております。

　

　　④　ヘッジ有効性の評価方法
　　　　ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計
とを比率分析する方法により行っております。

　　　　なお、ヘッジ手段はヘッジ対象である予定取引の重
要な条件と同一であり、ヘッジ開始時及びその後
も継続して相場変動を完全に相殺するものと想
定できる取引に関しては、ヘッジ有効性の判定を
省略しております。

　　　　

　(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　　消費税等の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

　(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　　消費税等の会計処理

　　　　同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　　のれんの償却については、10年間の均等償却を行って

おります。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　　同左

　　

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっております。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　同左
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(会計処理の変更)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年
12月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純
資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企
業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適
用指針第８号）を適用しております。　
これによる損益に与える影響はありません。
なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は
70,672百万円です。
連結財務諸表規則の改正による連結貸借対照表の表
示に関する変更は以下のとおりであります。
１　前連結会計年度における「資本の部」は、当連結会
計年度から「純資産の部」となり、「純資産の部」
は「株主資本」、「評価・換算差額等」及び「少数
株主持分」に分類して表示しております。
２　前連結会計年度において独立掲記しておりました
「資本金」、「資本剰余金」及び「利益剰余金」は、
当連結会計年度においては「株主資本」の内訳科目
として表示しております。
３　前連結会計年度において「利益剰余金」の次に表
示しておりました「土地再評価差額金」、「その他
有価証券評価差額金」及び「為替換算調整勘定」
は、当連結会計年度から「評価・換算差額等」の内
訳科目として表示しております。
４　前連結会計年度において「負債の部」の次に表示
しておりました「少数株主持分」は、当連結会計年
度から「純資産の部」の内訳科目として独立掲記し
ております。
５　前連結会計年度において「資産の部」に表示して
おりました「繰延ヘッジ損失」は、当連結会計年度
から税効果調整後の金額を「評価・換算差額等」の
内訳科目の「繰延ヘッジ損益」として表示しており
ます。
　　なお、前連結会計年度の繰延ヘッジ損失について、当
連結会計年度と同様の方法によった場合の金額は
131百万円であります。

──────────────

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準
等の一部改正）
当連結会計年度から、改正後の「自己株式及び準備金
の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員
会　最終改正平成18年８月11日　企業会計基準第１号）
及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準委員会　最終改正平成
18年８月11日　企業会計基準適用指針第２号）を適用し
ております。
これによる損益に与える影響はありません。
なお、連結財務諸表規則の改正による連結貸借対照表
の表示に関する変更は以下のとおりであります。
前連結会計年度において資本に対する控除項目とし
て「資本の部」の末尾に表示しておりました「自己株
式」は、当連結会計年度から株主資本に対する控除項目
として「株主資本」の末尾に表示しております。
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（役員賞与に関する会計基準）
当連結会計年度から、「役員賞与に関する会計基準」
（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基
準第４号）を適用しております。
これにより、従来、株主総会決議時に未処分利益の減
少として会計処理していた役員賞与を当連結会計年度
から発生時に費用処理しております。
これに伴い、従来の方法に比べ、営業利益、経常利益、
税金等調整前当期純利益が87百万円減少しております。
なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載
しております。

──────────────
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(表示方法の変更)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

連結貸借対照表
　当連結会計年度より、改正後の連結財務諸表規則に基づ
き、連結調整勘定を「のれん」として表示しております。
 
連結損益計算書
　前連結会計年度まで営業外費用のその他に含めており
ました「休止設備費」及び「貸与設備費」は営業外費用
の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度におい
て区分掲記いたしました。
　なお、前連結会計年度の「休止設備費」は75百万円、
「貸与設備費」は71百万円であります。
連結キャッシュ・フロー計算書
　当連結会計年度より、改正後の連結財務諸表規則に基づ
き、連結調整勘定償却額を「のれん償却額」として表示
しております。

連結貸借対照表
　当連結会計年度より、改正後の連結財務諸表規則に基づ
き、「破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ず
る債権」を「破産更生債権等」として表示しておりま
す。
連結損益計算書
　前連結会計年度まで営業外費用のその他に含めており
ました未稼働設備による「設備維持費用」は営業外費用
の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度におい
て区分掲記いたしました。
　なお、前連結会計年度の「設備維持費用」は53百万円で
あります。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 3,363百万円

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 7,324百万円

　

※２　当社は、土地の再評価に関する法律(平成10年３月

31日公布法律第34号)及び土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律(平成11年３月31日公布法

律第24号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

土地再評価差額金を純資産の部に計上しておりま

す。

　　　　再評価の方法

　　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条第４号に定める方法

により算出

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の期末
における時価と再評価後の
帳簿価額との差額

　
　

2,236百万円

　

※２　当社は、土地の再評価に関する法律(平成10年３月

31日公布法律第34号)及び土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律(平成11年３月31日公布法

律第24号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

土地再評価差額金を純資産の部に計上しておりま

す。

　　　　再評価の方法

　　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条第４号に定める方法

により算出

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の期末
における時価と再評価後の
帳簿価額との差額

　
　

2,293百万円

　

※３　このうち下記資産について、長期借入金4,985百万

円[4,759百万円](一年以内に返済する長期借入金

1,851百万円[1,625百万円]を含む)の担保に供して

おります。

※３　このうち下記資産について、長期借入金　　 3,134百

万円[2,915百万円](一年以内に返済する長期借入金

1,843百万円[1,625百万円]を含む)の担保に供して

おります。

建物及び構築物 6,280  [6,154]百万円

機械装置及び運搬具   15,930 [15,930]

土地 10,063  [7,863]

その他 75　 　[75]

有形固定資産　計 32,349 [30,023]

受取手形及び売掛金 217  

その他の資産　計 217  

合計 32,567 [30,023]

　　　　上記の[　]内書きは工場財団抵当に供されている資

産の簿価並びに当該債務を表示しております。

建物及び構築物 6,270  [6,044]百万円

機械装置及び運搬具 18,764 [18,764]

土地 8,347  [7,863]

その他 119　　[119]

有形固定資産　計 33,501 [32,790]

受取手形及び売掛金 154 

その他の資産　計 154 

合計 33,656 [32,790]

　　　　上記の[　]内書きは工場財団抵当に供されている資

産の簿価並びに当該債務を表示しております。
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※４　国庫補助金の受け入れにより、取得価額から控除し

ている圧縮記帳額は以下のとおりであります。

建物及び構築物 38百万円

機械装置及び運搬具 616

計 654

※４　国庫補助金の受け入れにより、取得価額から控除し

ている圧縮記帳額は以下のとおりであります。

建物及び構築物 38百万円

機械装置及び運搬具 616

計 654

５　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引金

融機関とシンジケート方式による長期コミットメン

トライン契約（契約期間平成17年３月～平成21年３

月）を締結しております。

　　　　当連結会計年度における長期コミットメントライン

契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであ

ります。

コミットメントの総額 9,000百万円

借入実行残高 ―

未実行残高 9,000

５　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引金

融機関とシンジケート方式による長期コミットメン

トライン契約（契約期間平成17年３月～平成21年３

月）を締結しております。

　　　　当連結会計年度における長期コミットメントライン

契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであ

ります。

コミットメントの総額 9,000百万円

借入実行残高 ─

未実行残高 9,000
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

運賃諸掛 1,323百万円

販売手数料 1,769

　　　一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。

従業員給与 284

役員報酬 324

退職給付費用 28

賞与引当金繰入額 107

賃借料 103

減価償却費 21

租税公課 257

　

※１　販売費のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

運賃諸掛 1,043百万円

販売手数料 1,836

　　　一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。

従業員給与 308

役員報酬 272

退職給付費用 31

賞与引当金繰入額 110

賃借料 92

減価償却費 16

租税公課 288

手数料 375

　

※２　当期製造原価に含まれる研究開発費

348百万円

　

※２　当期製造原価に含まれる研究開発費

294百万円

　

※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 42百万円

機械装置及び運搬具 287

有形固定資産　その他 2

計 332

　

※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 148百万円

機械装置及び運搬具 303

有形固定資産　その他 1

計 453

　

※４　──────────────── ※４　減損損失
　当社グループは、以下の資産について減損損失を計上い
たしました。

用途 種類 場所

焼却灰処理事業 建物及び構築物 青森県八戸市

機械装置及び運搬具

有形固定資産その他

不動産事業 建物及び構築物

  当社グループの減損会計適用にあたっての資産グルー
ピングは、事業用資産については個々の事業区分とし、賃
貸資産は事業所内・外区分、遊休資産は各物件を資産グ
ループとしております。
  上記の物件のうち、焼却灰処理事業については、受託数
量の不振により収益性が著しく低位で推移しており将来
キャッシュ・フロー見積期間にわたって回収可能性が認
められないため、当該資産グループの帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少額を減損損失412百万円とし
て特別損失に計上いたしました。
  また、不動産事業については、当該資産が翌連結会計
年度において売却が予定されているため、当該資産の帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損
失113百万円として特別損失に計上いたしました。
  その結果、減損損失の合計額を525百万円として特別
損失に計上いたしました。
  減損損失の内訳は、建物及び構築物286百万円、機械装
置及び運搬具234百万円、有形固定資産その他4百万円で
あります。
  なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定し、譲
渡可能見込額により算定しております
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※５　──────────────── ※５　災害事故損失
　当連結会計年度に発生した災害事故による設備損傷等
に伴い、翌連結会計年度以降に見込まれる設備復旧費用
等の損失発生額を計上しております。
　この内、災害損失引当金繰入額は、602百万円でありま
す。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 195,770,713 ─ ─ 195,770,713

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 257,126 98,385 1,800 353,711

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加　　              98,385株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の売渡請求に基づく売却による減少   1,800株

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,368 7.0平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月９日
取締役会

普通株式 1,368 7.0平成18年９月30日 平成18年12月７日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年４月20日
取締役会

普通株式 利益剰余金 3,908 20.0平成19年３月31日 平成19年６月29日

　

EDINET提出書類

大平洋金属株式会社(E01254)

有価証券報告書

 52/106



当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 195,770,713 ─ ─ 195,770,713

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 353,711 66,315 1,652 418,374

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加　　              66,315株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の売渡請求に基づく売却による減少   1,652株

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年４月20日
取締役会

普通株式 3,908 20.0平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年10月26日
取締役会

普通株式 4,688 24.0平成19年９月30日 平成19年12月６日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年４月22日
取締役会

普通株式 利益剰余金 5,079 26.0平成20年３月31日 平成20年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 30,770百万円

預入期間が３ヶ月を越える
定期預金

△2,000

現金及び現金同等物 28,770
　

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 36,772百万円

預入期間が３ヶ月を越える
定期預金

△15,000

現金及び現金同等物 21,772
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

＜借主側＞

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

機械装置
及び運搬具

42 35 7

有形固定資
産その他

40 30 10

無形固定資
産その他

32 25 7

合計 115 90 25

　　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

＜借主側＞

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

機械装置
及び運搬具

27 22 5

有形固定資
産その他

10 2 8

無形固定資
産その他

2 0 2

合計 41 25 15

　　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 16百万円

１年超 8

合計 25

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 6百万円

１年超 9

合計 15

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 18百万円

減価償却費相当額 18

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 14百万円

減価償却費相当額 14

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

　　同左

（減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。

（減損損失について）

　　同左

２　─────────────── ２　オペレーティング・リース取引

＜借主側＞

　　未経過リース料

 １年内 10百万円

 １年超 7

 合計 18
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(有価証券関係)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

取得原価

(百万円)

連結貸借対照表
計上額
(百万円)

差額

(百万円)

取得原価

(百万円)

連結貸借対照表
計上額
(百万円)

差額

(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　株式 488 1,517 1,029 488 1,218 730

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　株式 31 24 △6 31 21 △9

合計 519 1,542 1,023 519 1,240 720

(注)　取得原価は減損処理後の帳簿価額で記載しておりますが、減損処理額は前連結会計年度及び当連結会計年度はあ

りません。

なお、減損処理については、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合又は３期末連続して35％

超下落しかつその金額に重要性が認められる場合は、回復可能性がないものと見做し、時価と帳簿価額との差額

を当連結会計年度末の損失として処理するものとしております。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

区分
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

売却額(百万円) 0 ─

売却益の合計額(百万円) 0 ─

　

３　時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

　

区分

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

　非上場株式 222 723

合計 222 723

(注)　減損処理額は、前連結会計年度及び当連結会計年度はありません。

なお、減損処理については、期末における株式の実質価額が取得原価に比べ50％以上低下した場合は、実質価額と

帳簿価額との差額を当連結会計年度末の損失として処理するものとしております。
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(デリバティブ取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　取引の状況に関する事項

　(1) 取引の内容及び利用目的

　　　当社グループ(当社及び連結子会社)においては、当社

のみがデリバティブ取引を利用しており、フェロ

ニッケルの価格変動リスク及び為替相場変動リスク

の軽減を目的としたフェロニッケル販売に係る予定

取引を対象に製品価格スワップ取引及び為替予約取

引についてそれぞれ繰延ヘッジ処理をしておりま

す。なお、ヘッジ有効性の評価は、ヘッジ対象の

キャッシュ・フローの変動の累計とヘッジ手段の

キャッシュ・フローの変動の累計とを比率分析する

方法により行っております。

１　取引の状況に関する事項

　(1) 取引の内容及び利用目的

　　　当社グループ(当社及び連結子会社)においては、当社

のみがデリバティブ取引を利用しており、為替相場

変動リスクの軽減を目的としたフェロニッケル販売

に係る予定取引を対象に為替予約取引について繰延

ヘッジ処理をしております。なお、ヘッジ有効性の評

価は、ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累

計とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計

とを比率分析する方法により行っております。

　(2) 取引に対する取組方針

　　　当社グループ(当社及び連結子会社)は、投機目的のた

めのデリバティブ取引は行わない方針であります。

　(2) 取引に対する取組方針

　　　同左

　(3) 取引に係るリスクの内容

　　　製品価格スワップ取引は、フェロニッケル販売価格が

ＬＭＥ(ロンドン金属取引市場)相場の変動によるリ

スクを有しており、一定量のフェロニッケルに対し

製品価格スワップ取引を行なうことにより、フェロ

ニッケルの価格変動によるリスクを軽減しておりま

す。

　　　また、為替予約取引は、製品輸出の売上代金の外貨受

取が円転時の円貨入金に伴うリスクを有しており、

また、国内販売価格は外国為替相場を適用したもの

となっているため、一定量の外貨を為替予約するこ

とにより、為替相場変動によるリスクを軽減してお

ります。

　　 なお、製品価格スワップ取引は当連結会計年度におい

て取引を終了しております。

　(3) 取引に係るリスクの内容

　　　為替予約取引は、製品輸出の売上代金の外貨受取が円

転時の円貨入金に伴うリスクを有しており、また、国

内販売価格は外国為替相場を適用したものとなって

いるため、一定量の外貨を為替予約することにより、

為替相場変動によるリスクを軽減しております。

　(4) 取引に係るリスク管理体制

　　　取引の実行及び管理につきましては、デリバティブ取

引に関する内規に基づき、取引限度額を設け、取締役

会承認の下、実行並びに担当役員が随時報告してお

ります。

　(4) 取引に係るリスク管理体制

　　　同左

２　取引の時価等に関する事項

　　　為替予約取引及び製品価格スワップ取引を行ってお

りますが、いずれもヘッジ会計を適用しております

ので注記の対象から除いております。

２　取引の時価等に関する事項

　　　為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用

しておりますので注記の対象から除いております。
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(退職給付関係)
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　　当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度、特定退職金共済制度及び退職

一時金制度を設けております。

１　採用している退職給付制度の概要

　　同左

２　退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日)

イ　退職給付債務 △3,305百万円

ロ　年金資産 1,304

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △2,001

ニ　会計基準変更時差異の未処理額 1,005

ホ　未認識数理計算上の差異 196

ヘ　退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △799

(注)　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用しております。

２　退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日)

イ　退職給付債務 △3,370百万円

ロ　年金資産 2,299

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,070

ニ　会計基準変更時差異の未処理額 879

ホ　未認識数理計算上の差異 159

ヘ　連結貸借対照表計上額純額
　　(ハ＋ニ＋ホ)

△31

ト　前払年金費用 18

チ　退職給付引当金(ヘ－ト) △49

(注)　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用しております。

　　　なお、当連結会計年度において、当社は、前払年金費

用を計上しており、投資その他の資産「その

他」に含めて計上しております。

３　退職給付費用に関する事項

　(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

イ　勤務費用 150百万円

ロ　利息費用 64

ハ　期待運用収益 ─

ニ　会計基準変更時差異の
　　費用処理額

125

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 40

ヘ　退職給付費用
　　(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

380

(注)　簡便法を採用しております連結子会社の退職給

付費用は、「イ　勤務費用」に計上しておりま

す。

３　退職給付費用に関する事項

　(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

イ　勤務費用 154百万円

ロ　利息費用 64

ハ　期待運用収益 ─

ニ　会計基準変更時差異の
　　費用処理額

125

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 38

ヘ　退職給付費用
　　(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

383

(注)　簡便法を採用しております連結子会社の退職給

付費用は、「イ　勤務費用」に計上しておりま

す。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 2.0％

ハ　期待運用収益率 ─％

ニ　過去勤務債務の額の処理年数 10年

ホ　数理計算上の差異の処理年数 10年

ヘ　会計基準変更時差異の処理年数 15年

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 2.0％

ハ　期待運用収益率 ─％

ニ　過去勤務債務の額の処理年数 10年

ホ　数理計算上の差異の処理年数 10年

ヘ　会計基準変更時差異の処理年数 15年

　

　

　

EDINET提出書類

大平洋金属株式会社(E01254)

有価証券報告書

 58/106



(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

　(1) 流動資産

　未払事業税 1,047百万円

　たな卸資産評価損 717

　賞与引当金 266

　その他 166

　　計 2,198

　評価性引当額 △709

　　合計 1,489

　(2) 固定資産

　減価償却費 451

　投資有価証券評価損 422

　退職給付引当金 302

　繰越欠損金 136

　その他 291

　　計 1,604

　評価性引当額 △501

　　合計 1,102

　　繰延税金資産合計 2,591

(繰延税金負債)

　その他有価証券評価差額金 △413

　その他 △96

　　繰延税金負債合計 △510

　繰延税金資産の純額 2,081

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

　(1) 流動資産

　未払事業税 776百万円

　たな卸資産評価損 701

　賞与引当金 260

　その他 387

　　計 2,126

　評価性引当額 △840

　　合計 1,286

　(2) 固定資産

　減価償却費 626

　投資有価証券評価損 422

　退職給付引当金 15

　繰越欠損金 136

　その他 114

　　計 1,314

　評価性引当額 △398

　　合計 915

　　繰延税金資産合計 2,201

(繰延税金負債)

　その他有価証券評価差額金 △179

　その他 △311

　　繰延税金負債合計 △490

　繰延税金資産の純額 1,711

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目の内訳

　　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であ

るため注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目の内訳

　　　

法定実効税率 40.44％

（調整）

持分法による投資利益 △3.05

その他 0.56

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.95
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
ニッケル
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

　
計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

　
連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 98,172 2,110 100,283 ─ 100,283

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

2 203 206 (206) ─

計 98,175 2,314 100,489 (206) 100,283

　　営業費用 53,665 2,396 56,061 (233) 55,828

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

44,510 △82 44,427 27 44,455

Ⅱ　資産、減価償却費及び
　　資本的支出

　　資産 97,186 7,716 104,903 (0) 104,902

　　減価償却費 1,483 597 2,081 ― 2,081

　　資本的支出 9,888 90 9,979 ― 9,979

(注) １　事業区分の方法

事業の種類別セグメントは、ニッケル事業及びその他の事業としております。

なお、不動産事業、ガス事業、電力卸供給事業、廃棄物リサイクル事業及びその他の事業については、「その他

の事業」に一括して表示しております。

事業区分及び表示方法の決定は、それぞれの事業領域の特性を的確かつ簡潔に表現することを基本方針とし

ております。

２　各事業区分に属する主要な製品の名称等

　

事業区分 主要製品等

ニッケル事業 フェロニッケル、スラグ製品

その他の事業 不動産、ガス類、電力の卸供給、廃棄物リサイクル事業

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用はありません。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額はありません。

５　減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額がそれぞれ含まれております。

６　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から

「役員賞与に関する会計基準」を適用しております。これに伴い、従来の方法に比べ、営業費用については

ニッケル事業が84百万円及びその他の事業が３百万円増加し、ニッケル事業の営業利益が84百万円減少し、そ

の他の事業の営業損失が３百万円増加しております。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
ニッケル
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

　
計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

　
連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 113,644 2,774 116,419 ─ 116,419

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

2 157 160 (160) ─

計 113,647 2,931 116,579 (160) 116,419

　　営業費用 61,180 3,170 64,351 (182) 64,168

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

52,467 △239 52,228 21 52,250

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損　　
　　失及び資本的支出

　　資産 111,772 8,913 120,686 (325) 120,360

　　減価償却費 2,250 425 2,676 ─ 2,676

　　減損損失 ─ 525 525 ─ 525

　　資本的支出 11,757 288 12,046 ─ 12,046

(注) １　事業区分の方法

事業の種類別セグメントは、ニッケル事業及びその他の事業としております。

なお、不動産事業、ガス事業、電力卸供給事業、廃棄物リサイクル事業及びその他の事業については、「その他

の事業」に一括して表示しております。

事業区分及び表示方法の決定は、それぞれの事業領域の特性を的確かつ簡潔に表現することを基本方針とし

ております。

２　各事業区分に属する主要な製品の名称等

　

事業区分 主要製品等

ニッケル事業 フェロニッケル、スラグ製品

その他の事業 不動産、ガス類、電力の卸供給、廃棄物リサイクル事業

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用はありません。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額はありません。

５　減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額がそれぞれ含まれております。

６　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項　(２)　重要な減価償却資

産の減価償却の方法　①　有形固定資産（会計方針の変更）」に記載のとおり、当連結会計年度から、平成19年

４月１日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。これに伴い、

従来の方法に比べ、営業費用についてはニッケル事業が12百万円及びその他の事業が１百万円増加し、ニッケ

ル事業の営業利益が12百万円減少し、その他の事業の営業損失が１百万円増加しております。

７　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項　(２)　重要な減価償却資

産の減価償却の方法　①　有形固定資産（追加情報）」に記載のとおり、当連結会計年度から、平成19年３月31

日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法

によっております。これに伴い、従来の方法に比べ、営業費用についてはニッケル事業が273百万円及びその他

の事業が４百万円増加し、ニッケル事業の営業利益が273百万円減少し、その他の事業の営業損失が４百万円

増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)及び当連結会計年度(自平成19年４月１

日　至平成20年３月31日)

全セグメントの売上高及び資産に占める日本の割合が、いずれも90％超であるため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

　

アジア 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 67,014 67,014

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― 100,283

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 66.8 66.8

(注) １　地域は、地理的近接度により区分しております。

２　区分に属する地域の内訳

　　　　　アジア：韓国、台湾、中国、インドネシア

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

　

当連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

　

アジア 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 67,877 67,877

Ⅱ　連結売上高(百万円) ─ 116,419

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 58.3 58.3

(注) １　地域は、地理的近接度により区分しております。

２　区分に属する地域の内訳

　　　　　アジア：韓国、台湾、中国、インドネシア、インド

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

　

属
性
会社等の
名称

住所
資本金
(百万円)

事業の
内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目

連結会計
年度末
残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関
連
会
社

㈱パシ
フィック
ソーワ

東京都
中央区

432卸売業等
(所有)
直接　46.57

兼任
２名

当社製
品の販
売及び
材料等
の調達

工事資材
の仕入

1,489
流動負
債「そ
の他」

1,150

取引条件及び取引条件の決定方針等

(１)工事資材の仕入については、一般的な市場価格並びに㈱パシフィックソーワから提示された希望価格を検討し、価

格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

(２)上記の取引金額は、消費税等抜きで表示しており、連結会計年度末残高は消費税等を含んで表示しております。

　

当連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 361.64円１株当たり純資産額 485.33円

１株当たり当期純利益 133.45円１株当たり当期純利益 167.90円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式がないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

　

１　１株当たり純資産額

　

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部合計額
(百万円)

70,736 94,878

普通株式に係る純資産額(百万円) 70,671 94,809

差額の主な内訳

　少数株主持分 65 69

普通株式の発行済株式数(千株) 195,770 195,770

普通株式の自己株数(千株) 353 418

１株当たり純資産額の算定に用いた普通株
式の数(千株)

195,417 195,352

　

　

２　１株当たり当期純利益

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 26,086 32,803

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益(百万円) 26,086 32,803

普通株式の期中平均株式数(千株) 195,474 195,375

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前連結会計年度末
(百万円)

当連結会計年度末
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ─ ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,943 1,940 1.93 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ─ ─ ─ ─

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

3,256 1,315 2.04
平成21年４月～平成　

27年６月

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く）

─ ─ ─ ─

その他の有利子負債 ─ ─ ─ ─

合計 5,199 3,256 ─ ─

(注) １　「平均利率」については、期中平均残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年における１年ごとの返済予定額の総額

　

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 243 218 210 218

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 30,205 36,170

　２　受取手形 20 15

　３　売掛金 9,930 12,818

　４　商品 ※４ 650 2,140

　５　製品 5,461 3,720

　６　原材料 2,706 4,179

　７　仕掛品 438 460

　８　半成工事 0 0

　９　貯蔵品 692 860

　10　前渡金 ─ 115

　11　前払費用 91 82

　12　繰延税金資産 1,480 1,271

　13　未収入金 215 34

　14　その他 67 127

　　　貸倒引当金 △0 △0

　　　流動資産合計 51,96051.8 61,99655.1

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※３

　　(1) 建物 ※５ 13,280 13,153

　　　　減価償却累計額 7,875 5,405 7,971 5,182

　　(2) 構築物 ※５ 3,202 3,268

　　　　減価償却累計額 1,918 1,283 1,954 1,313

　　(3) 機械及び装置 ※５ 45,217 45,575

　　　　減価償却累計額 30,39814,818 27,77617,799

　　(4) 車両運搬具 ※５ 276 288

　　　　減価償却累計額 191 84 212 76

　　(5) 工具・器具・備品 532 575

　　　　減価償却累計額 363 168 377 198

　　(6) 土地 ※２ 11,153 9,581

　　(7) 建設仮勘定 113 5,817

　　　有形固定資産合計 33,027 39,968
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　２　無形固定資産

　　(1) 借地権 3 3

　　(2) その他 32 34

　　　無形固定資産合計 35 37

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 1,764 1,963

　　(2) 関係会社株式 1,615 1,615

　　(3) 出資金 30 30

　　(4) 従業員長期貸付金 24 18

　　(5) 関係会社長期貸付金 1,180 1,240

　　(6) 破産債権、再生債権、更生債

　　　　権その他これらに準ずる債権
345 ─

　　(7) 破産更生債権等 ─ 0

　　(8) 長期前払費用 820 757

　　(9) 繰延税金資産 550 587

　　(10) 長期性預金 10,000 5,000

　　(11)その他 107 123

　　　　貸倒引当金 △1,136 △857

　　　投資その他の資産合計 15,302 10,480

　　　固定資産合計 48,36648.2 50,48744.9

　　　資産合計 100,326100.0 112,484100.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 2,586 2,251

　２　一年以内に返済する長期借入金 ※３ 1,625 1,625

　３　未払金 ※１ 4,818 3,839

　４　未払費用 1,746 1,420

　５　未払法人税等 14,517 10,717

　６　未払消費税等 1,326 474

　７　預り金 82 93

　８　賞与引当金 563 477

　９　災害損失引当金 ― 602

　10　その他 132 10

　　　流動負債合計 27,39827.3 21,51319.1

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※３ 1,625 ―

　２　退職給付引当金 748 ―

　３　長期未払金 142 132

　４　再評価に係る繰延税金負債 1,852 1,803

　　　固定負債合計 4,3694.4 1,9351.7

　　　負債合計 31,76731.7 23,44920.8
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 13,92213.9 13,92212.4

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 3,481 3,481

　　(2) その他資本剰余金 2 2

　　　　 資本剰余金合計 3,4833.4 3,4833.1

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 382 382

　　(2) その他利益剰余金

　　　　 別途積立金 10,300 10,300

　　　　 繰越利益剰余金 39,564 60,392

　　　　 利益剰余金合計 50,24650.1 71,07463.2

　４　自己株式 △192△0.2 △313△0.3

　　　 株主資本合計 67,45967.2 88,16778.4

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価

　　　差額金
609 0.6 447 0.4

　２　繰延ヘッジ損益 △1 △0.0 0 0.0

　３　土地再評価差額金 ※２ 492 0.5 419 0.4

　　　 評価・換算差額等合計 1,1001.1 867 0.8

　　　 純資産合計 68,55968.3 89,03479.2

　　　 負債純資産合計 100,326100.0 112,484100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　１　製品売上高 98,302 113,976

　２　商品売上高 ※２ 0 98,302100.0 378 114,354100.0

Ⅱ　売上原価 ※２

　１　商品期首たな卸高 1,063 650

　２　製品期首たな卸高 6,847 5,461

　３　当期商品仕入高 8 ―

　４　他勘定受入高 ※10 ─ 1,776

　５　他勘定振替高 ※６ 563 234

　６　当期製品製造原価 ※３ 48,150 55,754

計 55,506 63,408

　７　商品期末たな卸高 650 2,140

　８　製品期末たな卸高 5,461 49,39550.2 3,720 57,54750.3

　　　売上総利益 48,90749.8 56,80649.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　販売費及び一般管理費 ※５ 4,7274.9 4,7864.2

　　　営業利益 44,17944.9 52,02045.5

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 ※１ 53 142

　２　受取配当金 ※１ 548 400

　３　不動産賃貸料 156 144

　４　為替ヘッジ差額 ― 100

　５　その他 231 989 1.0 219 1,0070.9

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 60 50

　２　休止設備費 83 72

　３　貸与設備費 67 67

　４　為替ヘッジ差額 189 ―

　５　設備維持費用 ― 153

　６　貸倒引当金繰入額 ─ 64

　７　その他 178 580 0.5 117 525 0.5

　　　経常利益 44,58945.4 52,50245.9
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　１　投資有価証券売却益 0 ―

　２　関係会社株式売却益 41 ―

　３　貸倒引当金戻入益 33 ―

　４　設備解体撤去屑売却益 69 151

　５　その他 3 149 0.1 0 151 0.1

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※４ 332 453

　２　設備更新等による
　　　解体撤去費

464 850

　３　たな卸資産評価損 ※７ 1,178 234

　４　環境事業操業停止損失 765 614

　５　減損損失 ※８ ― 525

　６　災害事故損失 ※９ ― 843

　７　その他 0 2,7422.8 ― 3,5213.0

　　　税引前当期純利益 41,99642.7 49,13343.0

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

17,799 19,426

　　　法人税等調整額 △913 16,88617.2 354 19,78017.3

　　　当期純利益 25,11025.5 29,35225.7
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製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 37,790 78.2 44,248 79.4

Ⅱ　労務費 3,222 6.7 3,191 5.7

　　　(うち退職給付費用) (337) (336)

Ⅲ　経費 7,276 15.1 8,336 14.9

　　　(うち減価償却費) (1,486) (2,278)

　　当期総製造費用 48,289 100.0 55,776 100.0

　　半製品、仕掛品期首
　　たな卸高

299 438

計 48,589 56,215

　　半製品、仕掛品期末
　　たな卸高

438 460

　　当期製品製造原価 48,150 55,754

　

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

原価計算方法は、工程別総合原価計算方法を採用して
おります。

同左
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 13,922 3,481 1 3,482

事業年度中の変動額

　剰余金の配当(※)

　剰余金の配当

　役員賞与

　利益準備金の積立

　別途積立金の積立

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分 0 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 0 0

平成19年３月31日残高(百万円) 13,922 3,481 2 3,483

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 161 3,000 24,770 27,931 △87 45,248

事業年度中の変動額

　剰余金の配当(※) △1,368 △1,368 △1,368

　剰余金の配当 △1,368 △1,368 △1,368

　役員賞与 △58 △58 △58

　利益準備金の積立 221 △221 ― ―

　別途積立金の積立 7,300 △7,300 ― ―

　当期純利益 25,110 25,110 25,110

　自己株式の取得 △106 △106

　自己株式の処分 0 1

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) 221 7,300 14,794 22,315 △105 22,210

平成19年３月31日残高(百万円) 382 10,300 39,564 50,246 △192 67,459
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評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 597 ― 492 1,089 46,337

事業年度中の変動額

　剰余金の配当(※) △1,368

　剰余金の配当 △1,368

　役員賞与 △58

　利益準備金の積立 ―

　別途積立金の積立 ―

　当期純利益 25,110

　自己株式の取得 △106

　自己株式の処分 1

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

12 △1 10 10

事業年度中の変動額合計(百万円) 12 △1 ― 10 22,221

平成19年３月31日残高(百万円) 609 △1 492 1,100 68,559

(※)　平成18年６月29日定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 13,922 3,481 2 3,483

事業年度中の変動額

　剰余金の配当

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分 0 0

　土地再評価差額金の取崩

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 0 0

平成20年３月31日残高(百万円) 13,922 3,481 2 3,483

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 382 10,300 39,564 50,246 △192 67,459

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △8,597 △8,597 △8,597

　当期純利益 29,352 29,352 29,352

　自己株式の取得 △122 △122

　自己株式の処分 1 1

　土地再評価差額金の取崩 73 73 73

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 20,828 20,828 △120 20,707

平成20年３月31日残高(百万円) 382 10,300 60,392 71,074 △313 88,167
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評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 609 △1 492 1,100 68,559

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △8,597

　当期純利益 29,352

　自己株式の取得 △122

　自己株式の処分 1

　土地再評価差額金の取崩 73

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△161 2 △73 △232 △232

事業年度中の変動額合計(百万円) △161 2 △73 △232 20,475

平成20年３月31日残高(百万円) 447 0 419 867 89,034
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重要な会計方針

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法を採用しております。

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　　同左

　(2) その他有価証券

　　　①時価のあるもの

　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。

　(2) その他有価証券

　　　①時価のあるもの

　　　　同左

　　　②時価のないもの

　　　移動平均法による原価法を採用しております。

　　　②時価のないもの

　　　　同左

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

　　　時価法を採用しております。

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

　　　同左

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　商品に含まれる販売用不動産及び半成工事について

は、個別法による原価法、その他の商品、製品、半製

品、原材料、仕掛品及び貯蔵品については、移動平

均法による原価法によっております。

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　商品に含まれる販売用不動産及び半成工事について

は、個別法による原価法、その他の商品、製品、半製

品、原材料、仕掛品及び貯蔵品については、移動平

均法による原価法によっております。

（追加情報）

当事業年度において、土地の一部について保有目

的を変更し、1,776百万円を土地からたな卸資産

（販売用不動産）に振り替えております。

４　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　建物　　　　　　　　15年～31年

　　　構築物　　　　　　　10年～15年

　　　機械及び装置　　　　４年～10年

　　　車両運搬具　　　　　４年～７年

　　　工具・器具・備品　　２年～10年

４　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　建物　　　　　　　　15年～31年

　　　構築物　　　　　　　７年～15年

　　　機械及び装置　　　　４年～15年

　　　車両運搬具　　　　　４年～７年

　　　工具・器具・備品　　２年～10年
　　（会計方針の変更）
　　　法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法

律　平成19年３月30日　法律第６号）及び（法人税

法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30

日　政令第83号））に伴い、当事業年度から、平成

19年４月１日以降に取得したものについては、改

正後の法人税法に基づく方法に変更しておりま

す。

　　　これに伴い、従来の方法と比べ、売上総利益が13百万

円、営業利益が13百万円、経常利益及び税引前当期

純利益が14百万円それぞれ減少しております。
　　（追加情報）
　　　当事業年度から、平成19年３月31日以前に取得したも

のについては、償却可能限度額まで償却が終了し

た翌年から５年間で均等償却する方法によってお

ります。

　　　これに伴い、従来の方法と比べ、売上総利益が277百万

円、営業利益が277百万円、経常利益及び税引前当

期純利益が303百万円それぞれ減少しております。

　(2) 無形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　(2) 無形固定資産

　　　同左

　(3) 長期前払費用

　　　均等償却をしております。

　(3) 長期前払費用

　　　同左
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率法、貸倒懸念債権等特定の債権

については財務内容評価法により回収不能見込額

を計上しております。

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　同左

　(2) 賞与引当金

　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、翌期の賞与

支給見込額のうち当期に帰属する部分の金額を見

積り計上しております。

　(2) 賞与引当金

　　　同左

　　　

　

     

　(3) 災害損失引当金

当事業年度に発生した災害事故による設備損傷等

に伴い、翌事業年度以降に見込まれる設備復旧費

用等の発生に備えるため、当該損失見込額を見積

り計上しております。

　(3) 退職給付引当金 　(4) 退職給付引当金

      従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を計上しており

ます。

　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を計上

しております。

　　　なお、会計基準変更時差異は、15年による按分額を費

用処理しております。

　　　なお、会計基準変更時差異は、15年による按分額を費

用処理しております。

　　　また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年数(10年)による定額

法により翌期から費用処理する方法を採用してお

ります。

　　　また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年数(10年)による定額

法により翌事業年度から費用処理する方法を採用

しております。

　　　当事業年度において、前払年金費用を計上しており、

投資その他の資産「その他」に含めて計上してお

ります。

　(4) 役員退職慰労引当金

     (追加情報)

　　　 平成18年６月29日開催の定時株主総会において役員

退職慰労金制度を廃止したことにより役員退職慰

労引当金は全額取り崩し、支給確定額を長期未払

金に計上しております。

　　　

　

     

６　リース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

６　リース取引の処理方法

　　同左
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前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

７　ヘッジ会計の方法
　　(1) ヘッジ会計の方法
　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

７　ヘッジ会計の方法
  　(1) ヘッジ会計の方法
　　　　同左

　　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対

象は以下のとおりであります。

　　ヘッジ手段…製品価格スワップ取引及び為替予約取

引

　　ヘッジ対象…フェロニッケル販売に係る予定取引

  　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
　    　当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段と

ヘッジ対象は以下のとおりであります。

　　ヘッジ手段…為替予約取引

　　ヘッジ対象…フェロニッケル販売に係る予定取引

　　(3) ヘッジ方針
　　　　デリバティブ取引に関する社内規定に基づき、フェ

ロニッケルの価格変動リスク及び為替変動リスク
を一定の範囲内でヘッジしております。

　　　　なお、デリバティブ取引はあくまでも実需に裏付け
られた範囲で行なう方針であります。

　　(3) ヘッジ方針
　　　　デリバティブ取引に関する社内規定に基づき、為替

変動リスクを一定の範囲内でヘッジしておりま
す。

　　　  なお、デリバティブ取引はあくまでも実需に裏付け
られた範囲で行う方針であります。

　　(4) ヘッジ有効性の評価方法
　　　　ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計と
を比率分析する方法により行っております。

　  (4) ヘッジ有効性の評価方法
　　　  ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計と
を比率分析する方法により行っております。

　　　　なお、ヘッジ手段はヘッジ対象である予定取引の重
要な条件と同一であり、ヘッジ開始時及びその後
も継続して相場変動を完全に相殺するものと想定
できる取引に関しては、ヘッジ有効性の判定を省
略しております。

８　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。

８　消費税等の会計処理

　　同左
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(会計処理の変更)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。　
　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は
68,561百万円であります。
　財務諸表等規則の改正による貸借対照表の表示に関す
る変更は以下のとおりであります。
１　前事業年度における「資本の部」は、当事業年度か
ら「純資産の部」となり、「純資産の部」は「株主
資本」及び「評価・換算差額等」に分類して表示し
ております。
２　前事業年度において独立掲記しておりました「資
本金」、「資本剰余金」及び「利益剰余金」は当事
業年度においては「株主資本」の内訳科目として表
示しております。
３　前事業年度において「利益剰余金」の内訳科目と
して表示しておりました「任意積立金」は、当事業
年度から「その他利益剰余金」の内訳科目として表
示しております。なお、本改正により従来の「任意積
立金」の区分は廃止されております。
４　前事業年度において「利益剰余金」の内訳科目と
して表示しておりました「当期未処分利益」は、当
事業年度から「その他利益剰余金」の内訳科目であ
る「繰越利益剰余金」として表示しております。
５　前事業年度において「利益剰余金」の次に表示し
ておりました「土地再評価差額金」及び「その他有
価証券評価差額金」は、当事業年度から「評価・換
算差額等」の内訳科目として表示しております。
６　前事業年度において「資産の部」に表示しており
ました「繰延ヘッジ損失」は、当事業年度から税効
果調整後の金額を「評価・換算差額等」の内訳科目
の「繰延ヘッジ損益」として表示しております。
　　なお、前事業年度の繰延ヘッジ損失について、当事業
年度と同様の方法によった場合の金額は131百万円
であります。
 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等
の一部改正）
　当事業年度から、改正後の「自己株式及び準備金の額の
減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　最終
改正平成18年８月11日　企業会計基準第１号）及び「自
己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準委員会　最終改正平成18年８月11
日　企業会計基準適用指針第２号）を適用しております。
　これによる損益に与える影響はありません。
　なお、財務諸表等規則の改正による貸借対照表の表示に
関する変更は以下のとおりであります。
　前事業年度において資本に対する控除項目として「資
本の部」の末尾に表示しておりました「自己株式」は、
当事業年度から「株主資本」に対する控除項目として
「株主資本」の末尾に表示しております。

────────────────
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（役員賞与に関する会計基準）
　当事業年度から、「役員賞与に関する会計基準」（企業
会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４
号）を適用しております。
　これにより、従来、株主総会決議時に未処分利益の減少
として会計処理していた役員賞与を発生時に費用処理し
ております。
　これに伴い、従来の方法に比べ、営業利益、経常利益、税
引前当期純利益が84百万円減少しております。

────────────────

　

EDINET提出書類

大平洋金属株式会社(E01254)

有価証券報告書

 82/106



(表示方法の変更)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　　　　　　　───────────

 
貸借対照表
　当事業年度より、改正後の財務諸表等規則に基づき、
「破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債
権」を「破産更生債権等」として表示しております。

　　　　　　　 損益計算書
　前事業年度まで営業外費用のその他に含めておりまし
た未稼働設備による「設備維持費用」は営業外費用の総
額の100分の10を超えたため、当事業年度において区分掲
記いたしました。
　なお、前事業年度の「設備維持費用」は53百万円であり
ます。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　（関係会社に対する資産及び負債）

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

るものは、次のとおりであります。　　　　

未払金 1,150百万円

※１　────────────────

※２　土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布

法律第34号)及び土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律(平成11年３月31日公布法律第24号)

に基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再評価

差額金を純資産の部に計上しております。

　再評価の方法

　　　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条第４号に定める方

法により算出

　再評価を行った年月日 平成12年３月31日

　　　　　再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 　 2,236百万円

※２　土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布

法律第34号)及び土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律(平成11年３月31日公布法律第24号)

に基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再評価

差額金を純資産の部に計上しております。

　再評価の方法

　　　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条第４号に定める方

法により算出

　再評価を行った年月日 平成12年３月31日

　　　　　再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 　 2,293百万円

※３　このうち下記資産について、長期借入金3,250 百万

円[3,250 百万円](一年以内に返済する長期借入金

1,625百万円[1,625百万円]を含む。)の担保に供して

おります。

※３　このうち下記資産について、長期借入金　　 1,625百

万円[1,625百万円](一年以内に返済する長期借入金

1,625百万円[1,625百万円]を含む。)の担保に供して

おります。

建物 4,693 [4,568]百万円

構築物 1,250 [1,249]

機械及び装置 14,633[14,633]

車両運搬具 71　  [71]

工具・器具・備品 76　  [76]

土地 10,063 [7,863]

計 30,787[28,461]

　　　　　上記の[　]内書きは工場財団抵当に供されている資

産の簿価並びに当該債務を表示しております。

　　　　　なお、担保資産の一部は、関係会社である㈱大平洋

エネルギーセンターの借入債務1,735百万円の

担保に供しております。

建物 4,702 [4,489]百万円

構築物 1,281 [1,268]

機械及び装置 17,665[17,665]

車両運搬具 58    [58]

工具・器具・備品 119   [119]

土地 8,347 [7,863]

計 32,175[31,464]

　　　　　上記の[　]内書きは工場財団抵当に供されている資

産の簿価並びに当該債務を表示しております。

　　　　　なお、担保資産の一部は、関係会社である㈱大平洋

エネルギーセンターの借入債務1,509百万円の

担保に供しております。

※４　販売用不動産650百万円であります。 ※４　────────────────

※５　国庫補助金の受入れにより取得価額から控除して

いる圧縮記帳額は以下のとおりであります。

建物 32百万円

構築物 5

機械及び装置 613

車両運搬具 2

計 654

※５　国庫補助金の受入れにより取得価額から控除して

いる圧縮記帳額は以下のとおりであります。

建物 32百万円

構築物 5

機械及び装置 613

車両運搬具 2

計 654
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

６　　下記の会社の金融機関からの借入債務に対し債務保

証を行っております。

㈱大平洋エネルギーセンター 1,735百万円

６　　下記の会社の金融機関からの借入債務に対し債務保

証を行っております。

㈱大平洋エネルギーセンター 1,509百万円

７　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引金

融機関とシンジケート方式による長期コミットメン

トライン契約（契約期間平成17年３月～平成21年３

月）を締結しております。

　　　当事業年度における長期コミットメントライン契約

に係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。

コミットメントの総額 9,000百万円

借入実行残高 ─

未実行残高 9,000

７　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引金

融機関とシンジケート方式による長期コミットメン

トライン契約（契約期間平成17年３月～平成21年３

月）を締結しております。

　　　当事業年度における長期コミットメントライン契約

に係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。

コミットメントの総額 9,000百万円

借入実行残高 ─

未実行残高 9,000
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　関係会社との主な取引の内訳は次のとおりであり

ます。

受取利息 28百万円

受取配当金 516

※１　関係会社との主な取引の内訳は次のとおりであり

ます。

受取配当金 369百万円

※２　商品売上高は、不動産賃貸収入0百万円、商品売上原

価は、不動産賃貸費用0百万円であります。

※２　商品売上高は、販売用不動産売上378百万円、商品売

上原価は、販売用不動産売却原価285百万円でありま

す。

※３　当期製造費用に含まれている研究開発費が348百万

円あります。

※３　当期製造費用に含まれている研究開発費が294百万

円あります。

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 39百万円

構築物 2

機械及び装置 285

車両運搬具 2
工具・器具・備品 2

計 332

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 126百万円

構築物 21

機械及び装置 303
工具・器具・備品 1

計 453

※５　販売費のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

運賃諸掛 1,443百万円

販売手数料 1,793

　　　一般管理費のうち主要な費目は次のとおりでありま

す。

従業員給与 219百万円

役員報酬 300

退職給付費用 27

賞与引当金繰入額 47

賃借料 95

減価償却費 21

租税公課 257

※５　販売費のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

運賃諸掛 1,150百万円

販売手数料 1,839

　　　一般管理費のうち主要な費目は次のとおりでありま

す。

従業員給与 247百万円

役員報酬 251

退職給付費用 30

賞与引当金繰入額 45

賃借料 88

減価償却費 16

租税公課 287

手数料 373

※６　半成工事から商品(販売用不動産)への振替えであ

ります。

※７　以下のたな卸資産について評価損を計上いたしま

した。

製品 141百万円

商品（販売用不動産） 1,036

計 1,178

※６　たな卸資産について計上した評価損であります。

 

※７　以下のたな卸資産について評価損を計上いたしま

した。

製品 233百万円

商品（販売用不動産） 0

計 234
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前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

────────────────── ※８　減損損失

　当社は、以下の資産について減損損失を計上いたしまし
た。
用途 種類 場所

焼却灰処理事業 建物 青森県八戸市
構築物

機械及び装置

車両運搬具

工具・器具・備品

不動産事業 建物
　当社の減損会計適用にあたっての資産グルーピング
は、事業用資産については個々の事業区分とし、賃貸資
産は事業所内・外区分、遊休資産は各物件を資産グルー
プとしております。
　上記の物件のうち、焼却灰処理事業については、受託数
量の不振により収益性が著しく低位で推移しており将
来キャッシュ・フロー見積期間にわたって回収可能性
が認められないため、当該資産グループの帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失412百万
円として特別損失に計上いたしました。
　また、不動産事業については、当該資産が翌事業年度に
おいて売却が予定されているため、当該資産の帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失113
百万円として特別損失に計上いたしました。
　その結果、減損損失の合計額を525百万円として特別損
失に計上いたしました。
　減損損失の内訳は、建物264百万円、構築物21百万円、機
械及び装置231百万円、車両運搬具3百万円、工具・器具
・備品4百万円であります。
　なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定し、譲
渡可能見込額により算定しております。

※９　災害事故損失

　当事業年度に発生した災害事故による設備損傷等に伴
い、翌事業年度以降に見込まれる設備復旧費用等の損失
発生額を計上しております。
　この内、災害損失引当金繰入額は、602百万円でありま
す。

※10　当事業年度において、土地の一部について保有目的

を変更したことによる土地からたな卸資産（販売用

不動産）への振替えであります。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株）              257,126              98,385               1,800             353,711

　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取による増加　　　　　　　　　  　98,385株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の売渡請求に基づく売却による減少       1,800株

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株）              353,711            66,315  1,652 418,374

　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取による増加　　　　　　　　　  　66,315株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の売渡請求に基づく売却による減少     　1,652株
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

　＜借主側＞

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

車両運搬具 14 13 0

工具・器具・
備品

40 30 10

無形固定資産 32 25 7

合計 88 69 18

      なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

　＜借主側＞

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具・器具・
備品

10 2 8

無形固定資産
その他

2 0 2

合計 13 3 10

 

　　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 12百万円

１年超 6

合計 18

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 3百万円

１年超 7

合計 10

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 13百万円

減価償却費相当額 13

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 10百万円

減価償却費相当額 10

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。

（減損損失について）

　同左

２ ───────────────── ２ オペレーティング・リース取引

＜借主側＞

　　未経過リース料
１年内 10百万円
１年超 7

合計 18

　

次へ
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(有価証券関係)

前事業年度末(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)及び当事業年度末(自平成19年４月１日　

至平成20年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

　１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

　(1) 流動資産

　未払事業税 1,047百万円

　たな卸資産評価損 717

　賞与引当金 227

　その他 156

　　計 2,149

　評価性引当額 △669

　　合計 1,480

　(2) 固定資産

　投資有価証券評価損 422

　減価償却費 333

　退職給付引当金 302

　その他 265

　　計 1,324

　評価性引当額 △360

　　合計 964

　　繰延税金資産合計 2,444

(繰延税金負債)

　その他有価証券評価差額金 △413

　　繰延税金負債合計 △413

　繰延税金資産の純額 2,030

　１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

　(1) 流動資産

　未払事業税 772百万円

　たな卸資産評価損 701

　賞与引当金 213

　その他 386

　　計 2,074

　評価性引当額 △803

　　合計 1,271

　(2) 固定資産

　投資有価証券評価損 422

　減価償却費 507

　その他 93

　　計 1,023

　評価性引当額 △256

　　合計 767

　　繰延税金資産合計 2,038

(繰延税金負債)

　その他有価証券評価差額金 △179

　　繰延税金負債合計 △179

　繰延税金資産の純額 1,859

　２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　　　法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるた

め注記を省略しております。

　２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　　　同左
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(１株当たり情報)

　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 350.84円１株当たり純資産額 455.76円

１株当たり当期純利益 128.46円１株当たり当期純利益 150.24円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は，潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は，潜在株式がないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

　

１　１株当たり純資産額

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部合計額(百万円) 68,559 89,034

普通株式に係る純資産額(百万円) 68,559 89,034

普通株式の発行済株式数(千株) 195,770 195,770

普通株式の自己株式数(千株) 353 418

１株当たり純資産額の算定に用いた普通株式の数(千

株)
195,417 195,352

　

２　１株当たり当期純利益

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 25,110 29,352

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

普通株式に係る当期純利益(百万円) 25,110 29,352

普通株式の期中平均株式数(千株) 195,474 195,375

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価
証券

その他
有価証券

NICKEL ASIA Co. 546,448 500

ラサ商事㈱ 1,040,000 416

三菱商事㈱ 51,000 153

PT ANTAM Tbk 3,875,000 141

大平洋ランダム㈱ 1,700 122

日本郵船㈱ 110,000 102

丸紅㈱ 134,000 97

大陽日酸㈱ 100,000 79

㈱ミレアホールディングス 18,900 69

新日本製鐵㈱ 106,000 53

その他17銘柄 450,408 226

計 6,433,456 1,963
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 13,280 480 
607 
(264)

13,153 7,971 311 5,182 

　構築物 3,202 168 
101 　
(21)

3,268 1,954 95 1,313 

　機械及び装置 45,217 5,389 
5,030 　
(231)

45,575 27,776 1,873 17,799 

　車両運搬具 276 15 
3 　　
(3)

288 212 20 76 

工具・器具・備品 532 75 
31 
(4)

575 377 38 198 

　土地 11,153 204 1,776 9,581 ― ― 9,581 

　 建設仮勘定 113 12,047 6,342 5,817 ― ― 5,817 

有形固定資産計 73,775 18,379 
13,893 
(525)

78,260 38,291 2,340 39,968 

無形固定資産

　借地権 ― ― ― 3 ― ― 3 

　その他の
　無形固定資産

― ― ― 40 ― 6 34 

無形固定資産計 ― ― ― 44 ― 6 37 

長期前払費用 1,172 2 28 1,145 387 36 757 

(注)　１　当期増加額の主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置 キルン本体及び周辺装置の更新・増強 3,716百万円

原料等輸送装置の更新・増強 331

発電装置及び電力制御装置の更新・増強 308

原料処理周辺装置の更新・増強 279

ニッケルスラグ製造装置等の更新・増強 269

建設仮勘定 キルン本体及び周辺装置の更新・増強 3,821

電気炉本体及び周辺装置の更新・増強 3,051

試験研究装置新設 2,352

原料等輸送装置の更新・増強 449

発電装置及び電力制御装置の更新・増強 324

原料処理周辺装置の更新・増強 279

２　当期減少額の主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置 キルン本体及び周辺装置の除却 2,218

電気炉本体及び周辺装置の除却 1,894

ニッケルスラグ製造装置等の除却 368

発電装置及び電力制御装置の除却 86

減損損失 231

土　　　　地 新潟空地販売用不動産へ振替 1,717

新潟工場跡地販売用不動産へ振替 28

なお、当期減少額のうち（　）内は内数で当期の減損損失の計上額であります。

３　無形固定資産については、資産総額の１％以下であるため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金　(注)１ 1,137 67 343 3 858

賞与引当金 563 477 563 ― 477

災害損失引当金（注）２ ― 602 ― ― 602

(注) １　貸倒引当金の当期減少額(その他)は、不要となった引当金の戻入れであります。

２　当事業年度に発生した災害事故による設備損傷等に伴い、翌事業年度以降に見込まれる設備復旧費用等の発生

に備えるため、当該損失見込額を見積り計上しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

(イ)流動資産

ａ　現金及び預金

　

種類 金額(百万円)

当座預金 9,861

通知預金 11,300

定期預金 15,000

別段預金 8

合計 36,170

　

ｂ　受取手形

　

相手先 金額(百万円)

山一興産㈱ 13

㈱日本製鋼所 1

合計 15

　

　期日別内訳は次のとおりであります。

　

期日 平成20年４月 平成20年５月 平成20年６月 平成20年７月 平成20年８月 合計

金額(百万円) 3 2 4 2 2 15
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ｃ　売掛金

　

相手先 金額(百万円)

三菱商事㈱ 11,306

双日㈱ 475

ラサ商事㈱ 449

新和企業㈱ 277

㈱パシフィックソーワ 210

その他(注) 100

合計 12,818

(注)　八戸清掃工場他

　

　売掛金回収及び滞留状況

　

前期末残高
(百万円)

(Ａ)

当期発生高
(百万円)

(Ｂ)

回収高
(百万円)

(Ｃ)

当期末残高
(百万円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

9,930 119,675 116,787 12,818 90.1 34.8
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ｄ　たな卸資産

　

科目 品名 金額(百万円)

商品
販売用不動産 ※１ 2,140

計 2,140

製品

フェロニッケル 3,698

その他 21

計 3,720

原材料

鉱石類 3,529

加炭材類 563

石灰石類 72

その他 14

計 4,179

仕掛品
ニッケル煆焼鉱還元鉱 460

計 460

半成工事
造成土地 ※２ 0

計 0

貯蔵品

燃料類 444

補修用部品類 293

電極類 28

工業薬品類 23

電気用品類 16

煉瓦モルタル類 7

型ロール類 10

その他 35

計 860

合計 11,362

(注) ※ １　販売用不動産(土地)の内訳は次のとおりであります。

地域別 面積(㎡) 金額(百万円)

東北地区 877,192 499

関東地区 124,228 1,640

合計 1,001,421 2,140

※ ２　造成土地の内訳は次のとおりであります。

地域別 面積(㎡) 金額(百万円)

東北地区 70,846 0

(ロ)固定資産

a　長期性預金

　

区分 金額(百万円)

定期預金 5,000

合計 5,000
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(ハ)流動負債

a　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

三菱商事㈱ 1,875

双日㈱ 167

㈱パシフィックソーワ 83

日本坩堝㈱ 28

大陽日酸㈱ 16

その他(注) 79

合計 2,251

(注)　カメイ㈱他

　

b　未払法人税等

　

相手先 金額(百万円)

法人税 7,272

事業税 1,911

住民税 1,534

合計 10,717
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000株
券、1,000,000株券、100株未満の株数を合算した株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
　住友信託銀行株式会社

　　取次所 住友信託銀行株式会社　本店および全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 １枚につき50円のほか印紙税相当額及びこれに係る消費税額

単元未満株式の買取り・
売渡し

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
　住友信託銀行株式会社

　　取次所 住友信託銀行株式会社　本店および全国各支店

　　買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 電子公告

株主に対する特典 なし

(注)１　電子公告は当社のホームページ(URLは、http://www.pacific-metals.co.jp/kessan/)に掲載しております。た

だし、やむを得ない事由により電子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載します。

(注)２　単元未満株式を有する株主の権利について、次に揚げる権利以外の権利を行使することができない。

　　(1)会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　(2)会社法第166条第１項各号の規定による請求をする権利

　　(3)株主の有する株主数に応じて募集株式及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　　(4)単元未満株式の売渡請求をする権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第81期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)平成19年６月28日関東財務局長に提出

(2) 有価証券報告書の訂正報告書

訂正報告書（上記(1)）有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年10月26日関東財務局長に提出

(3) 半期報告書

事業年度　第82期中(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)平成19年12月20日関東財務局長に提

出

(4) 発行登録書（株券、社債券等）及びその添付書類を平成19年６月28日関東財務局長に提出

(5) 訂正発行登録書（株券、社債券等）を平成19年10月26日関東財務局長に提出

　

　

EDINET提出書類

大平洋金属株式会社(E01254)

有価証券報告書

101/106



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
　

平成１９年６月２８日

大　平　洋　金　属　株　式　会　社

取　締　役　会　 御　中

　

み　す　ず　監　査　法　人

　

指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　東　田　夏　記

　
指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　長　島　拓　也

　

あ　ず　さ　監　査　法　人

　

指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　櫻　井　憲　二

　
指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　岡　山　賢　治

　

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大平洋金

属株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大平洋金属

株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　　上

　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成２０年６月２７日

大平洋金属株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　櫻　　井　　憲　　二　　

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　成　　瀨　　幹　　夫　　

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　成　　田　　孝　　行　　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている大平洋金属株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、大平洋金属株式会社及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
　

平成１９年６月２８日

大　平　洋　金　属　株　式　会　社

取　締　役　会　 御　中

　

み　す　ず　監　査　法　人

　

指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　東　田　夏　記

　
指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　長　島　拓　也

　

あ　ず　さ　監　査　法　人

　

指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　櫻　井　憲　二

　
指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　岡　山　賢　治

　

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大平洋金

属株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私ど

もの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の

表示を検討することを含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大平洋金属株式

会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　　上

　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成２０年６月２７日

大平洋金属株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　櫻　　井　　憲　　二　　

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　成　　瀨　　幹　　夫　　

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　成　　田　　孝　　行　　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている大平洋金属株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第８２期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、大平洋金属株式会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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